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地方財政改革「運動」の変化とその背景

坂　野　光　俊

は　　じ　め　に

　本稿の課題は，地方自治体行財政の在り方を巡る住民団体 ・関連団体（や企

業家団体 ・財界団体）の改革要求運動の特徴を明らかにする一環として，第１に ，

７０年代前半（住民の地域民主主義諸運動の高揚期）と対比して，８０年代央の今目の

特徴を明らかにし，この１５年ほどの期問の地方財政改革「運動」の変化の特徴

を明確にする。第２に，その様な変化 ・転換の背景 ・原因の主要たものと考え

られる要因の幾つかについて覚書き的にまとめること，以上の２点である。こ

れらのテーマに入るに先立って，第１節で地方財政改革運動の意義について述

べ， 第２節で地方財政改革の前提であり帰結でもある現実の地方財政の動向の

特徴をとらえる。そのあと第３節で地方財政改革「運動」の変遷を明らかにし ，

第４節でその背景 ・原因について論ずる 。

　なお，第１節において述へているように，地方財政改革運動は，元来，勤労

住民（労働者 ・給与生活者だけでなく ，自己の勤労が生活の基礎となっている商工業者

自営業者も含む）の生活 ・権利運動を表しているが，ここで地方財政改革ｒ運

動」と，運動に括弧を付げて表現しているのは，通常運動として意識されない

経済団体の提言類（生活 ・権利運動とは見られない，総杜会的コスト削減運動 ・合理

化戦略の地方財政版と揚定し得るもの）も併せて論じているからである 。

一　地方財政改革運動の意義

１．

私達が地方財政改革問題を敢上げるのは，地方行財政が国民生活にとっ
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て不可欠の関わりを持っているという一般的 ・基本的た事実だげでたく ，今日 ，

地方行財政制度が犬きく再編され，その帰趨の如何が，今後の国民 ・住民生活

のあり方，更には，国の進路をも犬き・く左右することにたるであろうからであ

るが，地方行財政問題が国民 ・住民生活にとっ て不可分の関わりを持っている ，

ということの意義を述べておかなげれぼならない 。

　国民経済 ・国民生活は地域的限定のもとで，即ち，地域経済 ・住民生活とし

て現実には存在している。わが国経済が資本主義経済として市場機構 ・価格 メ

カニスムを基礎的枠組みとして活動していることは改めて言うまでもない。市

場ノステム ・市場的調整制度は市場参加者の生存条件確保の個人的 ・集団的競

争（＝万人の万人に対する闘争）の調整機構（＝優勝劣敗を必然化する機構）である

と言えるが，この調整機構は必然的に，一方で，個別の私的経済主体問の分散

的意思決定とそれら経済主体問の競争 ・闘争によっ てすべてを処理しようとす

るその基本性質にも拘らず（否，むしろそれ故にこそ），杜会全体の経済活動をそ

れ自身だげで処理することは出来ず，不可避的に杜会総体としての調整機構を

必要としている。他方で，各経済主体の個々ハラハラの個別的競争 ・闘争と狂

らんで，同一条件におかれたものの連帯した共同闘争を発展させる。それは ，

市場 ・民間 レベノレでの共同の「競争 ・闘争相手」に対して，及び公的過程への
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
参加過程におげる政治的 ・権力的闘争として展開される 。

　ｚ　以上のことから，必然的に，杜会の代表者としての公共団体の行政への

潜在的需要が発生し，それは，単に，国家 ・中央政府に対してだげでなく ，そ

の地域におげる公的代表＝地方自治体に対して向げられる。この点に，地方公

共団体の不可避性 ・不可欠性がある。国民生活 ・国民経済，住民生活 ・地域経

済から発生する地方公共団体へのこうした潜在的行政需要には次のようなもの

がある 。

　¢　共同の ・公的資源の管理，防災（治山 ・治水）

　◎　杜会的諸関係 ・秩序の維持 ・管理

　　　民問経済主体の経済活動条件の保障，民問経済主体への補助 ・助成

　　イ．杜会的問接的共通資本の建設 ・維持 ・管理

　　　　　　　　　　　　　　　　（６２３）
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　　 回． 企業 ・家計の経営上 ・生計上の補助 ・助成

　　　文化的 ・イテオ ロギー的欲求の集団的 ・共同的充足（イデオ ロギー的住民

　　管理 ・自己管理）

　３．　 これ等のような種々の性格の潜在的行政需要は，一定の ・独特の過程を

経て行政課題となり ，現実の行政として執行されるのであるが，その場合，地

方自治体の行政活動の経済的裏付けとして自治体財政活動があることは言うま

でもない。財政活動については次のことが念頭におかれるべきであろう 。

　○　財政支出活動は前記のよう在性格の潜在的行政需要を特定の形態 ・観模

　　において充足する 。

　◎　財源調達活動は企業 ・家計の財産 ・所得として民問経済主体に彬成され

　　ている潜在的財源負担力を特定の彩態 ・規模において捕捉する 。

　　　潜在的行政需要 ・潜在的財源負担力を顕在化させて，現実の財政支出 ・

　　財政収入にする過程には政治的 ・行政的過程（制度 ・組織の設定と運用，政

　　治的 ・行政的な参加とそれにょる利害調整）が介在する 。

　　イ．この過程において個人 ・集団（階級 ・階層）間の競争 ・利害対立 ・力関

　　　係が作用する 。

　　 口． 議会におげる立法過程，官僚機構による執行過程が独自の役割を持ち ，

　　　政治家 ・官脚こ対する杜会的諸集団の影響力（経済力 ・投票力）が作用す

　　　る 。

　　ハこの過程において個人 ・集団間の競争 ・利害対立関係が調整され，体

　　　制への統合（同時に，体制への反発 ・対立を内包しつつ）がなされる 。

　　　財政支出 ・財源調達のこの過程を通して杜会的諸資源の諸部門問 ・地域

　　間の再配分が，また受益 ・負担関係の再分配が個人 ・杜会集団剛こおいて

　　進行する 。

　４．更に，地方自治体の行財政活動は，その団体の孤立した単独の活動では

あり得ず，中央政府の行財政活動との関連の下でのみ行たわれうるのであるか

ら， 上記の財政　般の共通点に加えて，次のような特質を持つ 。

　¢　行政事務＝経費及ぴ財源：税源の中央 ・地方剛こおげる配分，その際に
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　　おける中央官庁 ・官僚の規制 ・統制，さらに権限 ・人事上での統制が地方

　　自治体の行財政運営を制約している 。

　＠　これらの規制 ・統制を通じて政府は，各自治体に競争と対立を強制して ，

　　政策目的の実現に利用しうる 。

　　　その過程で財政的受益 ・負担関係の再分配が地域剛こおいて生ずる 。

　（１）　しかし，政府が全面的に ・思い通りに自治体を統制 ・支配し得る訳では

　　ない。むしろ，地方行政財政への関与 ・統制を通じて中央政府自体が，地

　　方自治体の意思 ・要求を通じて示めされる地域の経済 ・生活実態からの制

　　約をうげる側面がある 。

　５．従って，地方行財政運営の改革は，当該自治体の自主権に基づいて行財

政運営を生活 ・福祉型へ転換することのみたらず，自治権 ・生活権を制約する

権限 ・財源 ・人事権面での国の統制からの自立 ・自治を求め，国 ・地方間行財

政関係を自治型 ・住民参加型 ・福祉型へ転換することを求める 。

　同時に，行財政活動が政策当局と国民（地域）経済 ・生活との相互作用であ

ることから，必然的に，行財政手段による経済活動 ・生活態様の福祉型（生活

権保障型）への再編をも意味する 。

　そして，所有権 ・財産権が基本的人権と直接的に一致をしていた近代資本主

義の生成期と異な って，現代では，生存権が財産権との一定の矛盾を孕むもの

となっている故に，私的動機からの財産権の運用から生じ得る杜会的不合理を

除去するという「公共の福祉」の観点から，財産権，特に人権とは直接的には

一致しない独占的大揚模所有権の運用に一定の規制 ・制約を設げることが必要

となっているが，地方行財政改革運動はこの様な意味での現代的民主主義の不

可欠の一環として位置付げられる 。

　＆　地方公共団体は，住民が単に公的給付 ・サーヒスの対象者 ・受益者であ

るだけではなく ，住民が主権者 ・統治の主体者として，身近な日常的生活 ・権

利の諸間題の処理に直接参加し，自己訓練 ・陶冶をする組織 ・システムである 。

その意味で地方自治体は，住民が自分自身を統治することを学ぶ最も身近な場

であり ，「地方自治は民主主義の学校である」ということか，地方財政改革問
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題を提らえる基礎的な視角として見落とし得ない。地方歳出 ・歳入の把握 ・分

析において，住民の意思 ・要求（中央政府や産業界の意思 ・要求のみならず）の反

映という側面をも見落としてはならず，行財政改革に関しても，現実の地方行

財政運営に反映されている住民の行財政運営力量＝政策立案 ・遂行能力とのか

かわりではじめて現実的な論議が可能となる 。

　以上要するに，地方自治体はその給付する事務 ・事業 ・サーヒスによっ て，

現代の地域住民の圧倒的大部分を占める勤労者の生存 ・生活にとっ て必要不可

欠の杜会的諸条件の基本部分を提供し，その意味で地方行政 ・施策は，地域勤

労住民の生存権 ・基本的人権の保障の制度 ・：ンステム（同時にｒ非保障」 ・ｒ節約」

の制度 ・システム）であり ，従って，地方行財政制度改革運動は地域的共同生活

条件の確保 ・改善を目指す勤労住民の現代民主主義的杜会運動である 。

　　１）７０年代の市場経済におげる要求競合の実態を世界経済観模で論じたものに，Ｏ

　　　Ｅ 　Ｃ　Ｄのいわゆるマクラ ヅケソ ・レポート（原題　“Ｔｏｗａｒｄｓ　Ｆｕ１１Ｅｍｐ１ｏｙｍｅｎｔ

　　　 ａｎｄ　Ｐｒｉｃｅ　
Ｓｔａｂｉ１ｉｔｙ ”， １９７７．邦訳「世界イソフレと失業の克服」，日本経済新聞

　　　杜，１９７８）がある 。

二　地方財政の「現状」とその変遷

　１．地方財政状態の変遷

　（１）実質収支（形式収支から明許繰越等のために翌年度に繰り越すへき財源を控除

した収支）の赤字団体数で見るかぎり ，地方自治体全体の財政状態は改善されて

きているように見える。しかし，実質収支が赤字でないことは必ずしも財政状

態が健全 ・良好であることを意味しない。単年度収支（当年度の実質収支から前

年度の実質収支を差引いた収支）の収支尻額の変化を１９７２ ・７３年度と１９８２ ・８３年度

とについて見てみるとほとんど変わりないが，この問に財政支出規模が３．Ｏ～

３． ５倍に増加していることを考えると，財政運営は困難化しているといえる 。

また，赤字団体数とその全体に占める比率で見ても増加しており ，財政状態が
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徐々に悪化していることがはっきりしている。実質単年度収支（単年度収支に財

政調整資金への積立金及ぴ地方債の繰上げ償還額を加え，基金取崩額を差し引いた収支）

の黒字額は絶対額では増加しているが，歳出規模との比率で見ると黒字比率は

低下していて，財政状態の困難化が明らかである（第１表参照）。

　（２）このことは，財政状態を表わすその他の諾指標によっ ても明らかである 。

財政構造の弾力性を判断する一つの指標として用いられる経常収支比率（経常

一般財源に対する経常経費充当　般財源の割合）は，７３年度と対比して，８４年度に

約！０劣ポイソト上昇した。この上昇は人件費 ・扶助費 ・公債費という経常経

費のうち人件費充当部分の低下を相殺して余りある公債費充当部分の大幅増カロ

（扶助費充当部分の小幅増加）によっ て生じており ，財政硬直化が借金財政化によ

りもたらされたものであることを示している。また，公債費負担比率（一般財源

に対する公債費充当　般財源の比率）も７５年度以降一貫して上昇し，財政構造の政

策的選択余地の減退を示している。更に，将来にわたる財政負担（地方債現在高

及ひ廣務負担行為額と積立金現在高との差額）も急増して，７４～８４年の１０年問に

３． ７５倍とたり ，歳入総額の２．３４倍，一般財源総額の２．４１倍を蓬かに上回 って ，

財政運営の困難化を現している 。

　たお，この債務残高に交付税特別会計借入金のうちの地方自治体負担部分を

加えると，実質的な債務残高は８４年度で５兆６，９４１億円増加し，この間の実質

的債務残高の増加テソポはより急速なものであったことになる 。

　（３）歳出構造の変化の特徴（第２表参照）は，大きく言って次の５点である 。

即ち，イ ．公債費比率の上昇（特に７５年度以降急テソポの増加）。 口． ７０年代前半

期におげる福祉 ・教育関係費の比率上昇，７０年代後半期でのそれらの比率の漸

減， ８０年代央における明確な減少傾向。ハ．人件費比率の６０年代後半の低下 ，

７０年代前半の増大，７０年代後半の低下，８０年代前半の横這い。二．扶助費割合

の７０年代前半での急増，８３年度からの急減。ホ　普通建設事業費割合の７１年度

までの増加，その後若干の上下を伴ないながらの（特に７７ ・７８年度の上昇は注目さ

れる）漸減傾向 。

　（４）歳入構造では，イ　　般財源の割合は６０年代末 ・７０年代始めから漸滅し

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６２７）
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第１表　財　政

１９７０

１９７１

１９７２

１９７３

１９７４

１９７５

１９７６

１９７７

１９７８

１９７９

１９８０

１９８１

１９８２

１９８３

１９８４

実質収支赤字団体

合　計

２３２

２１５

１７２

１７２

２１２

２６９

１４０

１０５

７６

５８

７０

７０

６４

５５

６２

都道府県

１

２

２

２

６

２７

９

２

２

２

２

１

０

０

０

市町村

２３１

２１３

１７０

１７０

２０６

２４２

１３１

１０３

７４

５６

６８

６９

６４

５５

６２

単年度収支赤字団体数

道府県

４

１６

２８

４７

４

１３

９

９

２６

３０

１６

２５

３１

市町村

１． ７４０

２． ２５０

２． ３０３

２． ２７６

１． ８２１

２． ６０１

２． １０９

２． ３３９

２． ７３３

２． ５０２

２． １１７

２． ３４９

３， ２４１

実質単年度収
支赤字団体数

道府県

４

１２

２５

４６

２

６

２

１

１４

２９

１８

２１

２２

市町村

１． ６６２

１． ９９２

２． ０２６

１． ８０４

１． ４６６

２． ０６９

１． ６９４

１． ８９１

２． ２７２

２． １２０

１． ７９４

１． ８５５

２， ６９９

注．　　将来に渡る負担のＡ目（地方債残高十債務負担行為一積立金現在高）、将来に渡る負担のＢ３（Ａ一交付税特
　　　「地方財政白書」各年度版による

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第２表歳出構成比の変化及び

１９６５

１９７０

１９７１

１９７２

１９７３

１９７４

１９７５

１９７６

１９７７

１９７８

１９７９

１９８０

１９８１

１９８２

１９８３

１９８４

議会費 １民生費 １衛生費

歳 出　目　的

１労働費 農林

別　構成　比

総務費
１１ ，４

１０．２

９． ９

９，
７

１０，０

１０．０

９， ９

１０．３

９． ６

９， ６

１０．１

９． ７

９． ６

９． ６

９． ７

９． ８

７． １

７． ７

７． ８

８．
７

９， ９

１０，４

１１ ，１

１１ ，３

１１ ，２

１１ ，１

１１ ，１

１１ ，０

１１ ，１

１１ ，２

１０，９

１１ ．０

５． ９

５． ９

６． ０

６．
２

６．
５

６． ８

６． ８

６． ７

６．
４

６． ３

６． １

６．
２

６． １

６．
１

６． １

６． １

２． １

１． ７

１． ６

１． ２

１． ２

１．
２

１．
１

１．
１

１．
０

１． ０

１． ０

０．
９

０．
９

０．
９

０． ８

０． ８

水産費
８． ５

８． ６

８．
９

９． ０

８． ４

７． ７

７． ７

７． ５

８．
１

８． ５

８． ６

８．
５

８． ２

７． ７

７． ５

７． ４

１商工費

３． ８

４． ２

４． １

３．
９

４． ０

４． ０

３．
９

３．
８

３．
７

３． ６

３．
６

３． ７

３． ８

４． ０

４． ０

４． ０

１土木費

２１，４

２５，２

２５，６

２５，２

２３，４

２１ ，６

１９ ，９

１９ ，１

２０，４

２１ ，１

２０，８

２０，７

２０，２

２０，１

２０，１

２０．１

１消防費

１． ５

１．
５

１．
５

１．

６

１．
７

１．
７

１．
８

１．
７

１．
７

１． ７

１．
７

１．
７

１． ７

１． ７

１． ７

１． ７

１警察費

４． ２

４． １

３．
９

３．
８

４． ０

４． ０

４． １

４． ０

３．
９

３． ７

３． ７

３． ７

３． ７

３． ６

３．
６

３． ６

注． 「地方財政白書」各年度版による

（６２８）
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収　支　状　況

基準財政需要 ・収入額増加率

萎姦鱗１

２１ ，４

１７，８

１４，２

２４，８

３４，５

１１ ．７

　７，６

１３ ，６

１４，８

１０ ，９

１１ ，３

１０．１

　７．９

－０．５

　２．０

基準財政収
入額増加率

２０，３

１７．９

９， ７

２６ ，７

３１ ，８

１６ ．２

１， ３

１６ ．８

８，
５

１１ ，９

１６ ，５

１２．６

９． ９

０． ９

６． ４

基財需額
基財収額

６４，０

６４，０

６１ ，５

６２，４

６１ ，２

６３ ，６

５９ ，９

６１ ，６

５８，２

５８，７

６１ ，４

６２，８

６４，０

６４，９

６７．７

経常収支比率

７１ ，４

７５ ，９

８６ ，６

８３ ，７

８３ ，３

８０，７

７８，２

７８，４

７８，９

７８，４

８０，０

８１ ．２

将来に渡る負担

１１８．６１５

１５１ ．６００

１８１．４７０

２２０．０９９

２５９ ．１３７

２９３．７６７

３２５．９６８

３６０．６６７

３９２．４３８

４２１ ．６２６

４４４，４８６

１４０．０７８

１８２．７３３

２３０．９７８

２８５．８８６

３４３．６９９

３９０．８３１

４２９．１６８

４７２．１８９

５１８．９２０

５５０，１８８

別会計借入残高地方負担分十公営企業債残局 目通会計負担分）

地方税等の対前年度増減率

教育費

２６ ，３

２４，９

２４，６

２３ ，６

２４，６

２６ ，４

２７，０

２６ ，４

２５ ，８

２５，７

２５ ，４

２５，３

２５，０

２４，４

２４，２

２４．０

その他

７． ８

６． ０

６． １

７． １

６． ３

６． ２

６． ７

８． １

８． ２

７． ７

７． ９

８． ６

９， ７

１０，７

１１ ，４

１１ ．５

歳出主要性質別構成比

人件費

３６ ，７

３２，７

３１ ，９

３１ ，１

３２，５

３５，０

３６ ，９

３６ ，２

３４，４

３２，４

３１ ，８

３１ ，６

３１ ，６

３１ ，１

３１ ，５

３１ ．９

扶助費

５． ６

５． ２

５．
０

５． ８

６． ３

６． ５

７． １

７． ５

７． ４

７． ４

７． ４

７． ３

７． ３

７． ５

６． ６

６． ７

普建費１

３０，２

３４，６

３６ ，４

３６ ，３

３４，１

３２，２

２９ ，７

２８，２

３０，６

３２，７

３２，２

３１ ，７

３０，５

２９ ，１

２８，０

２７ ．３

公債費

３． ５

３． ８

３．
６

３． ９

３． ７

３． ６

４． ３

５． ０

５． ５

５． ９

６． ４

７． １

７． ８

８． ５

９． ２

９． ８

対同１」年度増減率

地方税

２１ ，４

１２，９

１８，１

２９ ，７

２６ ．９

－１ ，０

１７，３

１５，１

１１ ，２

１４，７

１３ ．３

　９ ．０

　７．５

　６ ．５

　８ ．３

住民税
所得割

２４，８

３２，４

２８，４

２０，４

４１ ．８

７， ４

１７，０

１４，１

１８，３

１３ ，８

１７，４

１４，９

１０．８

９． ８

２． １

固　定
資産税

１７，２

２０，５

１９ ，１

２７，７

２０ ，２

２１ ，９

１６ ，０

１４ ．４

９， ９

１１ ，８

１０．４

７， １

１１ ，３

１０ ．５

７． ５

使用料
手数料

１０，５

１０，９

１８，３

１６ ，０

１４，４

１７，９

２９，４

２１ ，３

１７，３

１４，１

１３ ，１

１０．３

７． ７

５． ２

７． ９

（６２９）
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て， ７５年度には急低下し，その後漸増し，８４年度には６０年代末 ・７０年代始めの

水準にまで戻った。この変化の中心は地方税の割り合いの変化であるのは当然

であるが，それは，７５年度を底に８０年代に急テソポで回復し，８４年度には７０年

度をも上回るまでにな った。口　特定財源の中心である国庫支出金の比率は７２

．７７ ・７８年度のような国の公共事業拡大政策が展開された年度に比重を高めな

ら， 変動してきたが，総じて言えば，８０年代に入ってからは補助金削滅政策の

下で漸減煩向を示している。ハ　地域住民 ・企業の直接負担する地方税と使用

料・ 手数料の合計の割合が７５年度をポトムに漸増し，特に８０年度以降は急ピ ッ

チで上昇している。二．それに対し，交付税と国庫支出金という依存財源の２

大項目の合計の割合は，７０年代前半は安定しており ，７０年代後半及び８２年度ま

では漸増傾向であったが，８３年度から急減した。これには，前述の補助金整理

政策とともに交付税額圧縮政策がかかわっていることが考えられる。即ち，基

準財政需要額と基準財政収入額との算定のあり方をそれぞれの対前年度伸ぴ率

で対比すると，７９年度以降６カ年にわたって，基準財政収入額の対前年度伸び

率が基準財政需要額の対前年度伸ぴ率を上回っており ，それまでと比較をして

不自然であり ，８３年度以降その傾向が顕著である。ここに８０年代の国 ・地方の

行財政関係の特徴の一端が示されている 。

　２．行政水準と住民負担水準

　（１）行政水準について詳しく論じる余裕はない。次の２点の確認に止どめる 。

イ． 杜会資本を構成する諸施設については徐々に条件の整備 ・改善が進んでき

ているが，８０年代にた って，そのテソポは鈍化している 。口．金銭的給付 ・人

的サーピス給付の水準は停滞または実質低下を示している 。

　（２）住民負担水準は全体として増大傾向を示している。イ　税負担全体とし

ての歳入構成比の上昇は前述の通りであるが，対前年度増加率はプイナス１０

％であ った７５年度を除いて１９６５～８０年度は２桁成長であり ，８１～８４年度も名目

ＧＮＰ成長率を絶えず上回った。口　税目別の状況を住民税について見てみる

と， 道府県分と市町村分ともに若干の例外年度はあるものの６５年度以降，基本

的に地方税全体よりも増加率が高い状態が持続している 。特に７０年代末から８０

　　　　　　　　　　　　　　　　（６３０）
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年代にかけては名目ＧＮＰ成長率を絶えず上回った。一年問を通じて勤務して

いる給与所得者の給与総額をその人数で割った一人平均の給与額の増加率と

住民税所得割（市町村分）の一人平均額の増加率とを比較しても，後者の方が

高い伸びを示しており ，この剛こ住民税負担が強まっ たことを明瞭に示してい

る（７０～７５年１１６．Ｏ劣対１６０．３劣，７５～８０年４５．２％対７９．０％，８０～８４年１５．４％対３３．２％）。

ハ． 固定資産税も，頻繁かつ急テソポの評価替えによっ て， 高い増加率を示し

ている 。二．使用料 ・手数料は，８０年代に入って，歳入構成比を著しく上昇さ

せたが，これは歳入全体の対前年度増加率を上回る高水準で住民の税外負担が

増加したことを意味する 。７６～８１年度の２桁の増加率は，この問に受益者負担

主義が強められたことの表われである 。

　３．国の地方財政対策の特徴

　国の地方財政対策の特徴を，ここでは，予算編成方針及ぴ地方財政計画策定

方針（その前文）に示されている当該年度の政府方針によっ て捉らえよう（第３

表参照）。

　（１）１９７０年代前半（１９７１～７３年度）の国の地方財政対策の特徴は，毎年度繰返

されているものを除くと ，イ．住民負担の軽減を図る，口．地方財源対策にと

くに配慮する，ハ．地方行政水準の向上に（長期的 ・計画的に）努める，という

３点である。総じて，文言上でも比較的簡単で各年度の表現上の差異も少ない 。

例え；ま，１９７３年度の地方財政計画策定方針の前文の文言は次のごとくであ った 。

ｒ現下の杜会経済情勢の推移及び地方財政の現状にかんがみ，国と同一基調に

より ，財源の重点的配分と経費支出の効率化に徹し，適切た行財政運営を行う

ことを基本とし，地方財源の確保に配慮を加えつつ，長期的視野の下に，積極

的に住民福祉の充実向上をはかることを目途として策定された 。」

　（２）１９８０年代央（１９８３～８６年度）の国の地方財政対策の特徴は，７０年代前半と

は極めて対照的である 。イ ．経費支出の抑制が極めて厳しく貫かれている 。口 ．

但し，８６年度については８０～８２年度に続いて景気対策上の観点から地方単独事

業の確保に配慮がなされている（７０年代なら当然国庫支出金の増額がたされたであろ

うが）。ハ．財源対策として８１年度まで増額されてきた地方債許可額が一転抑

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６３１）
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第３表「予算編成方針」に．おげる「地方財政対策」及ぴ

財源難予想財源対策歳出抑制賢糠 経般行嚢公共投資 鰯税鍵
１９７０　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　軽滅合理化
１９７１　　　　　　財源対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃

１９７２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ”
１９７３

１９７４

　　　　　　　　　　極力抑制　　　　　　　　　　　極力抑制
１９７５　　　　　　　　　　　　　　　定員給与の　　　　　　　　　〃
　　　　　　　　　　　　　　　　適切な管理

１９７６財源難予想　　　　抑制１９７７　　　 〃　　　　 〃　　　　　　　　　　　　　　 〃　　　　　　　　　軽減要謝こ答
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　えつつ
１９７８

　〃 　　 〃　　　　　　　節減合理化杜会資本整備適正化
１９７９　　　 ”　　　　 ”　　　　　　　　　　　　　　 〃　　　　　 〃　　　合理化に配慮

１９８０　　〃　　 〃　　 〃　　 〃　　　〃 　極力抑制　　〃

１９８１

１９８２

１９８３

１９８４

１９８５

１９８６

〃 〃 〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

適正化に配慮

負担適正化

負担公平化
適　正　化

税制改正
負担公平化
適　正　化

　　〃

注．　　毎年度同一文言（ｒ国と同’の基調の下で」，ほぼ同一文言（「健全な ・適切な ・節度ある財政運営」，１９６８一

　　　「国の予算」「地方財政白書」各年度版による

制される方針（特に，８４，８５年度）が出されている。二．７８年度から明確に方針

化された地方税負担の「公平化」「適正化」の名による負担強化政策が，８２年

度以降一層強化されている。同じことは受益者負担の「適正化」についてもみ

られる 。

　また，１９８２年度以降８６年度までの予算編成方針での対策が全く同一の文書で

あることは，基調において同じ政策方針が貫かれていることを示している 。

　４．地方財政変化のまとめ

　（１）財政収支状態及び運営状況の特徴として次の３点が指摘し得る。即ち ，

イ． 地方財政収支尻の悪化。口．地方行政による住民生活条件保障機能の向上

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６３２）
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「地方財政計画策定方針」におげる基本方針

１２３

地方財源確保
財政健全性

配慮しつつ

　　〃
特段の配慮
配　　　　慮

　　〃

　　〃

特段の配慮
確保を図る

増収措置
税源充実強化

税源充実
非課税措置整
理

税源充実
　　〃

〃

〃

受益者
負　担

適正化

〃

〃

〃

地方交付税

増　　　額

　　〃

所要額確保

　　〃

〃

〃

地方債

増

〃

発

依存度引下

抑　　　制

地方　行政　水　準

住民生活 ・福祉 景気対策

一層の向上

長期的計図的に向上

計画的に一層向上

長期的視野の下に住民生活の充実向上

生活の安定と福祉の充実を図るための政策

杜会的不公正の是正，福祉向上

生活の安定と福祉の充実　　　景気の復回

公共事業推進と杜会福祉施　　景気の着実た回復
策の充実　　　　　　　　　に資するため

投資的経費の充実　　　　　景気の着実な回復
　　生活関連杜会資本整備

投資的経費の充実　　　　←景気の着実な回復
　↑杜会資本整備（住民生活向上地域振興基盤）

住民生活に直結した杜会資本整備
　　　　→地方単独事業の観模の確保

　　　　〃　　　　　　〃

　　　　〃　　　 〃　　　地域経済の安定的発展

経費全般の徹底した節減合理化，抑制的基調

経常経費 ・投資的経費を通じて抑制を徹底

経費全般の徹底した節減合理化

　　 〃　　　生活関連施設整備←地方単独事業費
　　　　地域経済の安定的発展　　　確保に配慮

７１「重点主義に徹し」，１９７２以降「財源の重点的 ・効率的配分」）については省略した 。

テソポの鈍化傾向。ハ　住民負担（税
・受益者負担）の増大傾向 。

　（２）こうした事態は，経済危機の強まりの中で，国と地方を通じる財政危機

の進展によると同時に，国家財政中心の財政再建路線が地方財政への負担転嫁

（地方に対する国の財源保障責任の放棄）によっ て進められていることに起因してい

る側面が極めて強い。それは，この間に，地方父付税率の実質削減政策，地方

債統制と起債許可方針の激変（拡大から抑制への），補助金（国庫支出金）整理政策

と国庫補助負担率削減政策のような彩で，国と地方の行財政関係の劇的変化が

進行したことによく現れている 。

　（３）それは，単に，地方行財政の犠牲による国家財政の立直し路線であると

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６３３）
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いうに止どまらず，それを通じての，生活諸条件保障業務の「節約」，それら

事務 ・事業の有償化，つまり ，市場べ一スによる個別的対価を伴なう需給関

係の形成 ・増大であり ，個別的対価の支払困難層の生活諾条件保障受益からの

「辞退」 ・「選別」，それら業務分野への民問経済主体の参入＝民問「活力」の増

大である 。

　しかも，この「選別」が，支払能力に応じた各人の自発的「選択」に基づく

（市場関係 ・価格メカニ ズムを通じる自動調整による）自然発生的 ・市場的，従つて ，

非行政的過程として進行する。このことによる行政事務 ・事業の軽減効果は極

めて大きいことが予期されている。すなわち，生活諸条件保障業務の供給責任

を解除されることによる業務負担の軽減のみならず，生活諸条件保障業務の供

給水準引き下げに伴なう対住民調整事務からの「解放」は，自治体業務の軽減

に大いに貢献する。これは地方公務員の絶対数の減少が８０年代央に可能とな
っ

た背景の一つでもある 。

　以上・明らかにしてきたような変化を生畦しめた主要な要因の一つとして地

方財政改革ｒ運動」の変化 ・転換がある。前述のように，地方財政改革運動は

目常生活の諸条件 ・諸権利に関する民主主義的杜会運動であるたらば，このこ

とはわが国杜会運動の全体状況の変化 ・転換でもあるが，それとの関連も意識

しつつ，次節でこの点を取上げよう 。

三　地方財政改革「運動」状況の変化

　Ｉ　 ７０年代前半におげる地方財政改革運動の特徴

　１．運動の背景としての高度成長期の地方行財政運営の特徴等

　（１）第一節で述べたように，地方財政改革運動は本来的には地方税財政（地

域住民の共同的生活諸条件の経済的裏付げ及びそのための共同的負担）の運用を地域の

自主性の強化と生活条件の改善 ・向上に向げて改革することであり ，従って ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（６３４）
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地域共同生活条件の改善を目指す民主主義的杜会運動である 。

　しかし，地方財政運営が単に，狭義の生活条件のみたらず，（それを通じて ，

またそれとは独立に）企業 ・産業の経営条件を左右し，そのあり方が資本蓄積条

件の一環をたすところから，その運営のあり方を巡って，単に生活主体として

の住民間のみたらず，個人 ・家計と企業 ・営業主体との間に，またそれらの内

部で相互問に，夫々が置かれた経済的地位 ・条件の違いに基つく異なった対自

治体要求が競合する。それ故，不可避的に地方財政改革運動における競争 ・競

合・ 対立が発生する 。

　（２）６０年代の高度成長期の地方行財政運営の特徴は，当時よく「中央直結」

という表現が自治体の政治姿勢を現すのに用いられたことが示すように，基本

的には，中央省庁の政策運営に追随し，他の団体と競争しつつ，他団体より出

来るだげ有利な条件を獲得すること，具体的には，中央の重点施策の対象地域

に指定されること，国からより多くの「依存財源」を引き出すこと，それによ

り出来るだげ多くの，他団体より多くの公共施設整備 ・杜会資本整備をすすめ

ることに重点がおかれたことは周知のところである 。しかも，中央省庁の政策

の中心は産業構造の高度化 ・重化学工業化を狙った高成長政策：企業資本の高

テソポの蓄積 ・拡大に主眼がおかれ，すへての政策手段をそれに動員しており ，

対地域経済政策 ・地域振興政策 ・地方税財源対策もその一環に位置付げられて

いたので，公共施設の整備は「産業基盤」主導型であり ，「生活基盤」には手

がまわらたい状態であ った 。

　（３）こうした政策運営を実行することと住民生活条件の整備との関連は，産

業活動の条件の整備→企業 ・産業活動の活発化→企業所得の増加，雇用の増大 ，

個人所得の上昇（個人的生活条件の改善）→地域の経済活動の全般的上昇，地域経

済力の増大→潜在的財源負担力の増大，税収増加による財政力の強化→生活基

盤の整備，地域的共同的生活施設 ・給付条件の改善（杜会的生活条件改善）とい

う「因果関係」サイクノレが考えられていた。しかし，このような「所得倍増計

画」型の政策運営は，最後の帰結である生活諸条件の改善に辿り着くまでに自

然的 ・杜会的環境の破壌 ・激変による公害問題の劇発，在来型産業の衰退によ

　　　　　　　　　　　　　　　　（６３５）
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るそれら産業従事者の生計困難化による杜会問題の増大をもたらし，それらへ

の財政的対応に追われてしまう結果となったのが　般的状況であ った 。

　（４）こうして，６０年代末から７０年代前半にかげて，わが国史上かつてない対

自治体諸要求運動が噴出したが，それは当時の地方財政運営の実態が，「中央

直結」型かつ重化学工業の生産 ・企業本位であった故に，必然的に自治権の確

立を求め，団体自治 ・住民自治の両面において生活本位を主張するものとなら

ざるをえなかった 。

　（５）同時に，６０年代末から７０年代初めにかげて，わが国重化学工業部門の巨

大企業の国際競争力の急上昇 ・経常収支黒字基調の定着と黒字水準の増加，貿

易・ 対外経済摩擦の顕在化から円切上げ問題が目程に上ぼり ，外需依存型成長

構造の転換の必要性が国民的課題とたり ，経済団体 ・政策当局も公共投資の拡

大・ 調整イソフレ政策と合わせて，「福祉元年」（１９７３年）を宣言する必要に迫

られた 。

　２．全体的特徴

　この時期の全般的た特徴として次の点を指摘できる 。イ．自治体関係者の対

政府要求運動とならんで，組織された労働者を中心とした，勤労住民の運動組

織が彬成され，改革要求や改革政策をつくる運動を始めたこと，口．特に，当

時　般的であった無所属保守の「中央直結」の政治姿勢の転換を求めて，首長

選挙での革新統一侯補の選挙母体の形成とその統一政策づくりが盛んであ った 。

ハ　従って，革新政党 レベノレでの政策統一が追及され，それが比較的順調に進

行し，中道政党もこれに協力的であったケースも少なくなかった。二　企業

家・ 経営者団体が，又は，小商工業者が夫々の業界の個別的要求を予算要求と

して呈示し，開係議員を通じて予算に反映さす動きは当然存在していたが，地

方行財政改革要求を独自に展開することは殆どなかった。従って，革新首長選

出母体の選挙政策 ・公約や革新首長下での対政府要求が現実の政府の地方財政

対策にも相当大きた影響を与えていた 。

　３．次に，それらの特徴を簡単に箇条書きにしておこう 。

　（１）運動団体の諸要求の性格は，　般的に次の諸点にまとめられる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（６３６）
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　¢　潜在的行政需要の歳出化の過程において，勤労住民側の「需要」を優

　　先的に反映するようにさせる 。

　　　住民負担の増大に反対し，その軽減を求めるとともに，原因者負担 ・

　　受益者負担を企業に求める 。

　　　予算の編成 ・執行の過程を住民に近付き易い，開かれたものとする 。

（２）革新首長の選挙政策の特徴を大阪府知事選挙における「革新大阪府政を

　　　　　　　　　　　２）
　つくる会」の選挙協定〔！９７１．３．６〕を例にとっ て見てみると 。

　○　「中心スローガソ」は「大資本中心，中央直結の自民党政治を止めさ

　　せ，憲法を暮らしに生かし，府民の命と暮らしを守る清潔で民主的な革

　　新府政を実現しよう」であ った 。

　＠　財政政策については１４項目の「政策大綱」の幾つかの項目に含まれて

　　　いるが，その主なものは ，

　　　イ． 国の不当な財源調整や超過負担を止めさせ，府民のための自主財源

　　　　を確保する。また大企業に対する税財政上の優遇措置を止める。府下

　　　市町村に対して，府民生活改善のための必要た行財政上の援助と協力

　　　　を積極的に行うと同時に，特に人口急増地区の市町村に対する府の援

　　　　助を強め，国に対して特別の助成措置を要求する 。（第１３項目）

　　　 口． 「…… 工業用水道料金の適正な引上げ……
」， 「高物価，重税と貧困

　　　　から府民のくらしをまもり ，知事権限に属する公共料金の値上げを抑

　　　　制し，勤労者，小規模事業者の府民税の軽減をはかる　　」，ｒ　め

　　　　ぐまれない人たちの生活保障と福祉向上につとめる。保育所，幼稚風

　　　　遊び場，老人施設などの増設，児童手当の拡充と老人医療の無料化 ，

　　　　心身障害者（児）対策等総合的な＝施策を推進する」 。

　（３）革新首長自治体において幾つかの地方財政改革提言が出された。それら

は基本的にほぼ共通した特徴を持っているが，ここでは，東京都と大阪府の研

究会の場合を取上げれぱ充分であろう 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
　　¢　東京都「大都市財源構想」研究会の第一次報告（１９７３年１月）の基本方

　　　針の特徴は次の４点であ った 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（６３７）
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　　　イ ．税財政を行政担当者の立場から見るのでなく ，自治の担い手である

　　　　都民の立場から，税財政を含めた経済という広い視野に立ってみる 。

　　　 口． 税法たど国が作った税財政制度の枠組みの中で，市民的法解釈その

　　　　他の方法により ，東京都の財政の自主自律性の拡充を追及する
。

　　　ハ．税源 ・税制を単に量的な資金の確保のために考えるだげで校く ，課

　　　　税を通じて産業活動たどの規制 ・誘導を図り ，直接に市民の生活と生

　　　　活環境を守るという考えを導入する
。

　　　 二・ 市場経済のメカニ ズム，企業の論理の限界を踏まえ，福祉財政体系

　　　　を確立するための積極的公的介入によっ て， 市民の生活権を確保する 。｝

　そして・現代巨大都市の病根として，「集積の利益と集積の不利益の同時進

行」，「外部不経済にもとづく杜会的アソバラソス」，「いわゆる混雑税現象の発

生」・「長期費用逓増下の公共サービス間題」を指摘し，次の５点の提案をし
た・ 法人２税（法人都民税及び法人事業税）の引上げ，固定資産税の適正化と公

正化，法定外普通税としての高速道路適正利用税 ・公害防止税，都市開発協力

金（開発利益の還元として）。

　その後，第７次報告まで提案されたが，第６次報告までの特徴を第７次報告

の文言によっ て語らせよう 。「われわれの６次にわたる毅告の一貫した課題は
，

…… 第１次報告…… の副題に示した通り ，東京の自治と都民の生活権を確保す

ることであ った。そのため，新財源を開発して東京都の財源難を克服するとと

もに，都民の税負担のあり方を正し，その不公平を是正することも同時に追及

してきた。……更に，第２次報告以後は，都独自で行う自主課税の問題だけで

たく ，国がつくっ た税制にも目を向げ，市民の立場に立つ税制改革について提

言した。それには固定資産税制の改革，自動車関連税制の改革なとがあるが ，

第５次報告…… で明確に表現したように，特に大企業や大資産家を優遇する不

公平税制の改革に最重点を置いた。それは実証的な調査分析によっ て税負担の

不公平の実態を明らかにした上で，改革を国に迫ったものである」 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）　　◎　大阪府税財政制度研究会ｒ大都市圏域におげる税源拡充構想」（１９７４年

　　　２月）の理念 ・基本原則は次の３点であ った 。
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　　　　　　　　　地方財政改革「運動」の変化とその背景（坂野）　　　　　　　　１２９

　　　イ　国と地方との間の行政事務の再配分，法人課税を始めとする国税の

　　　　一部の地方移譲，国庫支出金 ・地方父付税 ・地方債制度の改善なと ，

　　　　財政の中央集権制を廃止し，住民福祉と地方自治を確立する。以上を

　　　　基本理念とし，その実現への途を切り拓く当面可能なプラソを提起す

　　　　る 。

　　　 口． 地方公共団体の本来の使命は，都市問題や公害など今目の経済成長

　　　　から起こる杜会的諸矛盾を除去し，住民の命と暮らしを守ることにあ

　　　　るとし，この立場から財源の使途を明確にする 。

　　　ハ．税源の対象は，財政的な負担の公平のみならず，今目における杜会

　　　　的公平を達成するため，法人課税の強化による 。即ち，公共サービス

　　　　の主要な受益者てあると同時に最大の負担能力者である大企業の，軽

　　　　い税負担を是正する 。

　当面の措置として，イ ．法人２税（法人住民税と法人事業税）の超過課税と不

均一課税，口 ．法定外普通税としての公害防止税（産業公害の発生原因者から汚染

者負担原則により），ハ　その他の法定外普通税（集積不利益の緩和，開発利益の杜

会還元，交通機関等の公害等負の外部効果の原因者負担）を要求した 。

　根本的改革としては，イ ．大都市圏特有の税制（法人課椥こついて農村地帯より

高率の標準税率の設置，所得税の地方税移譲），口．法人府民税の均等割の引上げ ，

ハ　事業税の合理化（外形標準課税の併用），二　事務所 ・事業所税等の新設 ，

ホ． 燃料消費税，自動車税の強化など道路財源の拡充，へ．非課税 ・軽減措置

の整理，の諸点が必要であると主張した 。

　Ｉ　８０年代におげる経済団体の地方財政改革要求の特徴

　８０年代におげる地方財税改革ｒ運動」の背景としての杜会経済情勢 ・地方税

財政運営状況については，第２節で簡単に触れられ，また第４節でも別の視覚

から間題となるので，ここでは触れない 。

　１．　全体的特徴

　（１）地方財政改革 ・地方行財政全般に対する経団連を始めとする各種経済団

体の改革提言が多数登場したこと，しかも，その内容は７０年代前半に特徴的で

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６３９）
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あっ た住民の生活権擁護という発想ではなく民問活力＝企業活力の増進という

基本姿勢が貫かれていること 。

　（２）東京都，大阪席，京都府等，７０年代の改革運動の拠点的た役割を果した

革新首長が退場したこと，それら自治体側の調査 ・研究機関の改革提言が７０年

代に果たしたような役割が見られたくたったこと 。

　（３）労働団体，住民運動団体，それらと協力的な研究団体が改革提言活動を

停止したわげではないが，それらは住民世論の多数派を形成し得ず，現実の地

方財政対策 ・運営を動かすという点では，７０年代とは様変りの状態とな ってい

る。

　運動団体，革新団体や革新首長自治体の改革要求の内容は基本的には変わ っ

ていないので，ここでは紙数の関係上，経済団体の改革提言として経済団体連

合会（以下，経団連と略称）のものだげを取上げる 。

　ム　経団連の要求

　（１）１９７０年以降，経団連が地方を含む行財政問題に取組み出したのは７５年の

　　　　５）
ことである。即ち，高度成長が過去のものとなったことが明らかになった時点

で， ただちに低成長時代に相応して行財政 ・制度運営を再編することが経済団

体全体の中期的政策課題の一つにな った 。

　７０年代後半の財界の行財政再編政策 ・戦略は，次のような特徴 ・性格を持 っ

ていたと言える 。

　　○　財政再建は重要課題であるが，性急に健全化を進めるのでなく ，慎重

　　　に中期的に取り組む 。

　　◎　財政支出，特に投資的経費を動員した十分た景気対策を機動的に実施

　　　する 。

　　　　他方で，経常支出を中心とした歳出抑制，機構 ・定員の整理合理化 ，

　　　給与の適正化等を推進する 。

　　　　エネ ノレギー対策をはじめとした経済構造再編対策を重点政策課題とし

　　　て進める 。

　　◎　財源拡充策として国 ・地方で実行されている法人企業課税の強化には

　　　　　　　　　　　　　　　　（６４０）
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　　　反対する 。

　（２）このような二正面（財政再建と財政動員〔構造政策と景気対策〕，投資的経費

拡大と経常経費の抑制）作戦的た政策方針は，しかし，７９年半はまでであ った 。

７９年度当初予算に至る数年問の構造再編 ・景気対策政策の一定の奏功と７９年１０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
月の総選挙での政府与党の敗北（特に一般消費税導入企図の挫折）を契機にして ，

８０年代型というべき政策体系 ・要求戦略への「転換」が生じ，１９７９年１１月の経

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
団連の対政府要求「行財政改革の断行を望む」に明言された。それは次のよう

な内容からなっていた 。

　基本的止場は「　わが国は未解決の構造間題を数多く抱えている 。とりわ

げ， もっとも重要た問題の一つは，行財政の改革を前提とする財政再建である 。

われわれは，新内閣がさしあたり以下の点を最重要課題として取り上げ，不退

転の決意をもっ てその実現を図ることを強く希望する一・・」というもので，基

本方針は２点にまとめられていた 。

　　¢　長期的な行財政改革の目標と，それを実現するための具体的な実行計

　　　画を織り込んだ「行財政構造改善計画」を作成し，これを着実に実行す

　　　る 。さしあたり１９８０年度は径常経費を一律削減する等，積極姿勢を示す

　　　べきである 。

　　　　政府の行政介入や窺制措置が，民間活動を制約し，或いは民剛こ無用

　　　の負担を課し，企業活力を妨げている事例が多く見受げられる。政府と

　　　民問，国と地方の役割分担を明確にし，行政介入をできるかぎり排除す

　　　るとともに国と地万の行政の重複を回避し，また，政府事業の一部につ

　　　いて，民問への移譲，民問人の活用による効率化を思い切って実現すべ

　　　きである 。

　この「基本方針」の下に５項目の具体的方針を呈示した 。

　　¢　イ ．国と地方の行政機構，出先機関，公杜公団の統廃合（一部民営移管

　　　も含む），口 ．国 ・地方における定年制と総定員制の適切な実施，人員配

　　　置の適正化，ハ．補助金，特に行政補助金の徹底的な削減，二．総合交

　　　通体系の確立，医療費の冗費節滅，農政の抜本的見直しによる３Ｋ赤字

　　　　　　　　　　　　　　　　（６４１）
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　　　解消のための対策 。

　　◎　当然増経費についても可能たかぎり削減を図る。イ　地方交付税交付

　　　金の削減の検討，回．杜会保障費についても総花的制度を全面的に見直

　　　す 。

　　　　公共投資の節減と重点配分，財政投融資計画の適正化（関係機関の統廃

　　　合とあいまっ て）。

　　　　民問においても安易な政府依存の姿勢を慎むこと，自主的対応策が従

　　　来にまして必要になったことが強く認識されなげれぱならない 。

　　◎　「財政の建て直しが緊急課題であるとはいえ，来年度における新税の

　　　創設と増税は，前提となる行財政の改革等の基本的条件が未整備であり ，

　　　かつまた諸般の経済情勢から見ても，適切ではたい 。」

　（３）この様な　般的行財政改革方針の中で地方税財政に関しては，具体的に

は次の諸項目が求められた 。

　地方財政運営関係要求としては，イ　国と地方の役割分担の明確化と業務分

野の調整，回．行政機構の簡素合理化，ハ　国と地方の財源調整制度の根本的

見直し，二．人件費負担の軽減を，また ，

　地方税関係要求としては，イ　事業所税の増徴に反対，口　事業税の外形課

税に反対（ｉ・赤字企業にも高負担にたる ，ｉｉ・同一課税対象への重複課称こなる），ハ ．

土地に係る固定資産税評価額の見直し，二　地方税の申告，納付の簡素 ・合理
　　　　　８）
化を主張した 。

　（４）ここに明示され，その後しぱしば繰り返されて，政府の臨時行政調査会

の答申へと基本的に継承 ・拡充されていく８０年代型行財政改革 ・財政再建の方

針の特徴は

　　Ｑ　財政再建と政府 ・自治体の公的規制の削減 ・見直しとの２本立戦略を

　　　とる 。

　　◎　財政再建は歳出の抑制，歳出構造の見直しを先行させ，それが完了す

　　　るまでは財源強化策は考えない 。

　　　歳出の抑制は人件費，経常経費のみたらず投資的経費についても行

　　　　　　　　　　　　　　　　（６４２）
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　う 。しかし，歳出構造の見直しによって重点政策課題を実現するため見

　直し ・削減される分野として，特に生活関連経費 ・公共交通関係費 ・農

　業関係費があげられる 。

　　人件費や生活関連行政経費 ・生活権保障的諸観制の見直し ・緩和は ，

　個別企業 ・産業 レベノレで進行した人件費 ・給与費 ・問接労務費等の抑制

　の実施 ・「完成」を踏まえて，マクロ 的次元におげる「国民生活 コスト」

　の抑制の必要性から主張されている。この脈絡の中で行財政改革の２本

　柱（歳出削減 ・歳出構造の見直しと公的観制の見直し ・縮小）を捉らえると ，

　それが「国民生活 コスト引下げ」を含めて三位一体的構造を持った中期
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
　的構造政策として，８０年代資本蓄積戦略の根幹をなしていると言える 。

◎　行財政改革の実際上のすすめ方に関しての特徴は，観律の乱れや本来

　的なムタ ，官僚主義的非効率を除去することと杜会の代表者 ・公共機関

　としての責任の遂行とを区別し，効率よく公的責任を果たすことが本来

　の行財政改革であり ，かつ最も難しい課題であるが，このことが不問に

　され，公共機関の業務＝非能率的，民問企業業務＝能率的という認識を

　前提にして，公共機関の業務（その大部分を担当する地方自治体業務）の縮

　小を目指して，あらゆる措置が動員されるべきだとしている 。

　　民問委託，民間移管は，中心的措置とされるが，民問企業が行う場合

　の収益 ・利潤の負担の問題や公的業務が私的団体により実施されること

　に伴なう公共性確保の問題は問わぬとしても，民問化による効率性の上

　昇＝コスト低下が，基本的には民問の労働条件と公共団体のそれとの差

　異に基つくものであることのマクロ 経済的重要性は無視されて，専ら ，

　一経営体としての効率性＝低 コスト経営が追及される 。

¢　しかも，特徴的なことは，国地方の事務配分 ・税財源配分の現行制度

　の再検討の上に，新しい制度をつくるという手続きを踏むのではなく ，

　現在国が管理している地方固有の財源の配分 ・交付の仕方を，一方的に

　地方に不利に改変するという乱暴な，自治を踏みにじるような仕方を採

　ることを提口昌する。この様な国地方問の行財政制度運用 ノレーノレを無視し

　　　　　　　　　　　　　　（６４３）
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　　　たやり方を正当化する理由として，国家財政の非常事態的な危機と地

　　　方自治体の財政状態の相対的な「良好さ」，及び財政運営の「乱脈さ」

　　　（人件費の多さ等）と地方自治体 ・地域住民の統治能カヘの不信があげら

　　　れる。次項に見るごとくである 。

　（５）臨調答申が出始めた１９８２年４月の「国 ・地方を通ずる行財政改革の徹底

を望む」においては，「国 ・地方の関係と行財政改革」として，基本的に臨調

答申と同じ内容の次の４項目の提言をした 。

　　◎　国と地方の役割分担の明確化。「国と同様，地方も厳しい減量努力に

　　　取組む必要があり ，給与，組織，特殊法人等に思い切ったメスを入れた

　　　けれはならたい。地方自治の名の下に，徒に補助金の　般財源化や自主

　　　財源の確保を主張することは論外である 。…… 今こそ既得権益擁護に終

　　　止符を打ち，基本的には権限と責任を住民に最も近い地方自治体に移管

　　　し，国の役割はナノヨ ナルミニマムの実現，国家的重要施策の範囲内に

　　　限定する方向で コソセソサスを求め，実行に移すべきである 。・…・・」と

　　　して，具体的には，許認可の整理廃止，機関委任事務の整理縮小，地方

　　　事務官の廃止，国の地方出先機関の廃止 ・縮小について早急に結論を出

　　　すことを求めている 。

　　◎　地方財政の健全化と地方父付税のあり方。「　地方財政需要を厳し

　　　く見直し，　般会計のみならず財政投資からの資金の繰り入れを抑制す

　　　べきである。地方父付税制度については，　　給与水準が著しく高いな

　　　ど財政節度に欠げる地方に対しては，交付税の減額措置を講ずるととも

　　　に，収益事業や法人を狙い打ちにした超過課税等の独自財源を豊富に持

　　　つ自治体に対する交付税配分も再検討すべきである 。…… 」

　　　　補助金行政の見直し。「……地方に定着した事務に対する国の介入は

　　　最小限に止どめることとし，特に，…… 職員設置費補助金を原則として

　　　廃止すべきである。また，補助金の廃止にあたっては，国 ・地方の財政

　　　状況をも考慮すれは　般財源化の措置を採る必要性は薄い 。」

　　　　民間委託の推進。ｒ清掃 ・給食業務，公共施設管理等民間の手に委ね

　　　　　　　　　　　　　　　　（６４４）
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　　　ることによっ て効率化できる事業については，民問委託を積極的に推進

　　　すべきである 。」

　皿　７０年代前半から８０年代央にかけての地方財政改革「運動」の変化 ・転換

の特徴は，一口にい って，ｒ住民団体 ・革新白治体要求の部分的実現から経済

団体 ・経団連要求の基本的実現へ」と表現することができる。具体的には，そ

れは次の側面を含んでいる 。

　　¢　生活本位 ・生活福祉の充実を中心におく方針から，「企業杜会の危機

　　　においては，生活福祉のためにも，まず企業の杜会的責任を果たせるよ

　　　うにする」という発想に転換する。しかも，企業の杜会的責任の内容が ，

　　　７０年代はじめには「杜会的に妥当な ・合理的な規制 ・規範の枠内で利潤

　　　の追及をする」ことであ ったのが，　ｒ今日の目本は雇用も生活も企業に

　　　よっ て支えられており ，その意味で企業杜会であり ，従って，杜会も企

　　　業の本分＝利潤追及を阻害するようなことをしてはならない。企業の活

　　　力を阻害しないことカミ，国民生活の安定 ・向上につたがる。企業の杜会

　　　的責任とは利潤の獲得 ・維持 ・拡大である」というものに変容した 。

　　＠　住民を生存 ・生活の主体者として捉らえる発想から行政サービスの単

　　　なる受益者として見る見方へと転換した。従って，税 ・料金等の住民負

　　　担についての考え方も　般的負担主義，行政事務 ・経費の原因者負担原

　　　則，「真の受益者」負担原則を重視するものから直接的 ・個別的受益者

　　　負担主義への傾斜を強めた 。

　　　　行財政の公共性 ・民主制の重視から行政事務能率の重視へ，公共行財

　　　政の管理者から地域杜会 ・経済の経営者へ変化した。企業経営的手法

　　　（事務遂行 ・職員管理等を含む全般において）を導入して，地域団体 ・地域

　　　経済杜会の経営 ・管理を行うという発想を中心にする 。また，事務能率，

　　　効率の上昇，コスト逓減の視点から政治参加，統治の主体形成の視点

　　　（狭域行政，狭域自治体の容認）より広域行政 ・自治体合併 ・議員削減が重

　　　視される方向が強まる 。

　　＠地方自治の強化という点では，住民自治の側面を重視するものから団

　　　　　　　　　　　　　　　　（６４５）
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　　体自治中心の発想へと重点を移し，地域的独自性の重視へと嬢小化する

　　傾向が強まっ た。

　　地方行財政の営利性 ・私的利害への従属からの独立，公共性 ・中立性

　　の重視からｒ民間活力」「官民共同」へ， 政策立案 ・意思決定段階にお

　　げる住民 ・職員参加重視から企業参加 ・経営者参加重視へと変化 ・転換

　　　した 。

　２）犬阪自治体問題研究所 ・府政研究会編ｒ革新大阪府政」（自治体研究杜，１９７４）
，

　　２６３－２６５頁
。

　３）山本正雄編ｒ東凧都新財源構想研究会報告集，都市財政改革の構想」（新地書

　　房，１９７９年１２月）。

　　　　このｒ構想」が７０年代の地方税財政改革に与えた影響は極めて大きかったが ，

　　その詳しい検討はここでは割愛する。研究会委員は，木村棋八郎，山本正雄，向

　　坂正男，伊東光晴，岡茂男，高橋誠の諸氏。また，研究会が意見聴取した専門

　　研究者は，宇沢弘文，宮本憲一 谷山治雄，北野弘久，高橋正雄，大内力，林栄

　　夫，高木鉦作の諸氏等であ った。なお，７次にわたる報告の概要は以下の通り 。

　　　第１次報告（１９７３年１月）「大都市財源の構想」 ：本文参照 。

　　　第２次報告（１９７３年１２月）「新しい個人住民税」 ：「拡大する所得分配の不公平」

　　（勤労所得と資産所得の格差，個人所得と法人所得の格差，不公正のイソフレに

　　　よる促進）を踏まえて，「個人住民税の問題点」を３点に纏めて指摘した。却ち ，

　　Ｑ大衆課税に傾斜している（所得税にくらへて大衆課税の性格が強い，応能負担

　　の原理があてはめられていない，課税最低隈にシビル ・ミニマムがない，前年所

　　得課税方式である），　資産所得者を優遇している（利子所得課税の欠落，配当所

　　得課税の欠落，土地の譲渡所得課税が逆進的），　独立性が弱い（所得税源の配

　　分が少ない，税政自治権の空文化）。 その上で夫々に対応した改革提言を次のご

　　　とく示した。応能負担の明確化（課税最低限の引上げ，均等割の廃止，前年所得

　　課税主義の廃止＝当年所得課税，税率構造の改定，税政自治権の拡充），資産所

　　得者優遇措置の廃止（利子 ・配当所得のうち住民税非課税部分につき国は税収の

　　一部を地方へ交付すること，利子 ・配当所得課税の総合化，土地の分離譲渡所得

　　の総合化），所得税源の国地方間の再分配による新しい個人住民税の創設
。

　　　第３次報告（１９７４年１２月）ｒ大都市緊急財源構想」 ：都財政の危機を背景にその

　　克服を目指して，現代都市におげる憲法の実現，地方自治体の課税自主権の行

　　使，杜会的公平の確立，都税財政への市民参加を標構して現行税財政の根本的改

　　革を要求しつつも，当面の措置として，事務所 ・事業所税の創設，法人住民税の

　　引上げ，自動車関連税制の改革と課徴金の創設，特別公募債の発行を提言した 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６４６）
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　第４次報告（１９７５年１月）ｒ大都市税制の不公平是正」 ：大都市税制の不公平税

制の現実として，大企業の税負担と資産所得者の税負担の実態を，企業財務諸
表， 税務統計等から分析し，税負担水準が一般企業 ・個人所得者より非常に低
く， 所得観模により逆進的であることを明らかにし，この様な実態が，国の租税

政策によっ て地方にも強制され，自治体の課税自主権が極めて制限された状態と

なっ ているところから，地方税にまで及んでいることを明らかにし，法人税制と

資産所得税制の改革，課税自主権の復権と拡充，税務情報と企業経理の公開を提

言した 。

　第５次報告（１９７６年８月）ｒ不公平税制と財政構造の改革」 ：第４次報告に引続

いて，現行税制自体の不公平是正が緊急課題であるとの立場から，企業優遇税制

を中心に，その実態を新たた調査データに基づいて明らかにし，軽減税額を試算

して，大蔵省の毎年発表する減収試算額が不正確で部分的であることを示して ，

次のような改正案を具体的に提示した。即ち，法人事業税の外移課税化と税負担

の不公平是正，事業用資産課税の改革（固定資産税の公平化と適正化，事業所税

拡充），個人所得課税の改革（高額所得層にますますかたよる利子 ・配当所得へ

の住民税課税の徹底，不労所得優遇税制の改革の即時実施，勤労住民減税）。 そ

の上で，国のｒ中期財政展望」では国民 ・住民の税負担が激増するとして批判
し， 地方自治体の財政構造改革試案として，不公平税制の改革を中心とした改革

を実施し，所得税源を地方移譲して個人住民税との比率を５対５とし，地方交付

税を増やし，国庫支出金を削減するとの考えを表明した 。

　第６次報告（１９７８年１月）「東尺都財政の緊急課題」　円高不況の進む中で新た

な苦況に立たされた都財政を背景に，次の３点を解明 ・主張した。¢国の大都市

政策の誤りが一因とな って，東京の財政基盤が低下しており ，特に　当面の対策

ぼかりでなく ，長期不況下においても税財政制度改革を追及する必要があるとの

立場から，大都市財政の現実を明らかにし，それの改革を提案した〔個人住民税

については利子 ・配当課税の分離課税廃止 ・完全総合課税化，高額所得に対する

個人区市町村民税の税率引上げ，個人道府県民税の税率改正。企業課税について

は， 特別措置整理の一層の徹底，金融保険業の貸倒引当金の繰入隈度率の引下げ ，

退職給与引当金繰入率の引き下げ。自動車関連諸税の地方自治体への移譲分の引

上と一般財源化。税源再配分。自主課税権の行使〕。　都区財政制度の改革 。

　第７次報告（１９７９年１月）「財政改革と大都市経営」新財源構想研究会の歩み

を振り返りつつ自らの基本的立場，その正当性を述へ，提言の幾つかは既に世論

を動かして実現されていることを明らかにし，にも拘らずなお多くの課題が残さ

れたままであり ，基本的解決には国の地方税財政政策 ・制度へのｒ財政戦争」が

不可避であることを表明し，あわせて都政改革と東京都としての行財政改革努力

の実態と今後の基本方向を示した 。

　　　　　　　　　　　　　　　（６４７）
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　４）大阪府税財政制度研究会「大都市圏域におげる税源拡充構想」（１９７４年２月）。

　　研究会委員は，豊崎稔，橋本徹，舟場正富，宮本憲一 他の諸氏。研究会はその

　　後，ｒ事務所事業所税創設についての提案」（１９７４年１１月），「大都市圏域におげる

　　市町村税源の拡充について」（１９７５年１２月）を発表し，現実の地方税制 ・税源配

　　分に一定の影響を与えた 。

　５）１９７０年以後の経済団体連合会機関誌ｒ経団連月報」は，１９７５年になって初め

　　て，（地方を含む）行財政改革間題を取上げている。即ち，１９７５年２月号ｒ座談

　　会，改革を迫られる地方行財政」，１９７５年６月号。青木均一ｒ今後におげる行政

　　改革の課題と方針（提言）について」。１９７６年以降は，毎年，行財政改革関連の

　　方針を，単独もしくは当面の政策方針の一環として，出している 。

　６）１９７９年末が，経済団体の経済政策論理の彩成において，局面転換の意味を持つ

　　　ものとして注目される背景には，本文に述べたように，一方で第一次石油危機に

　　対応した減量経営 ・合理化と産業構造転換，雇用調整が一応の見通しを持つこと

　　ができ，企業経営者としての自信回復への展望がひらげた（これには１９７８年度財

　　政運営に典型的にみられるように「臨時 ・異例の」特別対策を集中させた産業助

　　成的財政金融政策が大きく与かっていた）という ，基幹産業 ・戦略産業の巨大企

　　業が財政にそれまで程に依存せずにやっていげる可能性が出てきたこと，他方で

　　財政再建の切り札としての一般消費税導入企図が挫折したということのほかに ，

　　第二次石油危機の発生によるもう一段の成長率の下方転位の可能性の増大，国

　　際的に国民経済的効率化政策による国際競争力強化の方針を採る国が出てきて

　　（１９７９年サミット合意声明参照）わが国の有利な条件が失われるおそれが強まっ

　　たこと，主要た革新知事の消減で地方政治のｒ保守化 ・右旋回」が進んでいるの

　　みでなく ，国政 レベルでも中道野党の与党寄りが進んで来て政治的 ・杜会的不安

　　定性の増大をそれ程恐れる必要がなくなったこと等の諸要因が考慮されるべきで

　　あろう 。

　７）ｒ経団連月報」１９７９年１２月号，２－３頁 。

　８）地方財政運営関係要求は「財政再建と今後の財政運営に関する意見」（１９８０年

　　１０月 ，ｒ経団連月報」１９８０年１２月号，２－５頁），地方税関係要求はｒ企業活力の

　　発揮と今後の税制のあり方に関する見解」（１９８０年１０月，ｒ経団連月報」１９８０年１２

　　月号，５－７頁）及びｒ行財政改革と今後の税制のあり方に関する意見」（１９８１

　　年１１月 ，「経団連月報」１９８１年１２月号，６０－６５頁）による 。

　９）１９８０年１２月のｒ今後の経済展望と課題」（「経団連月報」１９８１年２月号，４８－５８

　　頁）の３ｒ中期的にみた各種制約要因と対応」は７項目からたり ，その（３）は「高

　　い生活コスト」が上げられている。なお，７項目の他の６項目は，「世界経済の

　　動向と対外収支」ｒエネルギー間題」ｒ財政赤字」ｒ企業体質と設備投資」ｒ技術開

　　発」ｒ政府の介入，規制等」である。また，１９８３年２月のｒ１９８０年代を通ずる日

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６４８）
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本経済の課題……安定経済と企業活力の発揮をもとめて……」（『経団連月報」

１９８３年４月号，４８－５６頁）は，その皿「中期的課題とそれへの対応」で５項目掲

げているが，その５番目はｒ物価安定と国民生活 コスト引下げ」とな っている 。

なお，他の４項目は「対外関係の円滑化と国際経済杜会への貢献」「行財政改革

の推進」「産業部門の活性化」ｒ雇用問題 ・高齢化杜会への対応」である 。国民生

活コスト引下げ論の脈絡は次の通り 。ｒ食費を始め，土地，住宅費などが高く ，

生活 コストは先進諸国の中で最上位にある 。……しかも，成長率低下に伴なう所

得の伸びの鈍化によっ て， これらの コストは，個人さらには企業にとっ て， きす

きす大きな負担とな っている。従って，物価対策としては，個別商品，サービス

の価格を云々するよりも，農業政策，土地政策さらには流通機樹こメスを入れる

ことこそ，基本である 。」（１９８０．１２）。 ｒ企業が合理化によるコスト低減に努める

のは当然であるが，政策当局においても為替の安定化，コスト増嵩を招いている

諸規制の緩和など環境整備に勤めるべきである。特に，国民生活 コスト引下げの

観点から農産物と地価の安定が重要である 。」（１９８３．２）

四　地方財政改革「運動」変化の背景

　この点に関しては，地域的 ・国内的な純経済 レヘノレの問題から運動組織問
・

政党問 ・政党内派閥問 ・政府諸機関内の駆引，更には国際政治 ・経済 レヘルの

問題まで種々多様な要因が重層的に関係しており ，それらを体系的に論ずるこ

とは本稿の任務を越える。ここでは勤労住民の地方行財政改革運動の停滞をも

たらＬた諸要因に重点を置いて，若干の個々の要因を箇条書きする 。

　Ｉ　勤労住民の地方行財政改革運動の停滞をもたらした諸要因

　１．革新首長自治体の行財政運営の特徴 ・その限界が指摘される 。６０年代末

から７０年代（前半）にかけての地方政治ｒ革新」の特徴は，主として都市型 ・

都市勤労者生活改善型であり ，過疎問題の解決をも含んだ全地方団体型とは言

えず，また，地域の産業構造の改革と国との関係の自治型，生活 ・福祉型への

転換は充分に達成されなかったという意味で，全面的 ・中長期的 ・安定的な発

展展望を持ち得なかった。従って，次のようた限界を持っていた 。

　　Ｑ　生活 ・福祉型政策は，給付 ・サービス型行政では一定の成果をあげた

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６４９）
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　　が，産業 ・地域経済政策まで及ぽなかった（そのためにはより多くの時間的

　　余裕が必要だ った）。

　◎　その限りでは，保守首長自治体でも，それらの政策に同調することは

　　可能な面があり ，また，それらの政策に影響されて国 レベノレの政策水準

　　が向上することによっ て， 「中央直結」型政策をとる団体との差が余り

　　目立たなくな った（福祉 ・生活本位型政策が部分的に定着し始めた）。

　　　高度成長期に産業基盤整備に重点を置いた行財政運営ソステムが国 ・

　　地方を通じて定着していたが，生活権保障型への転換のためには，それ

　　らのあり方の見直し，行政の真の合理化（生活権保障事務 ・事業が民主的

　　 に・ 能率的に，全分野のバラソスをとっ て体系的にかつ長期安定的に実行できる

　　 ようにすること）が，財源制度 ・政策の見直しと並んで，同時に実施され

　　ることが不可欠であった。財源制度 ・政策の改革が先行し，しかも，革

　　新首長の支持母体問の利害対立も絡んで，行政施策の体系的優先順位の

　　確定とそれに基つく ，行政の民主的効率化 ・総合化 ・体系化が充分進行

　　せず，生活権保障行財政とは，恰も，「新規財源の獲得」と「福祉給付

　　水準の個別的引上げ」だげであるかのようた印象を生み出した 。

　＠　勤労住民負担の軽滅（強化の停止），福祉 ・生活本位型施策に伴なう歳

　　出増加のための財源を主として法人企業負担に求めるという政策は，法

　　人所得の伸びによっ て制約された。また，それが全国的政策（国家政策 ・

　　全地方団体の政策）になっていない故に，「企業逃避」の可能性からの制

　　約があ った 。

　◎　「革新的」政策を実施し得るか否かが，国の コソトローノレ外の「自由

　　な」財源をどれだげ確保し得るかという秋こな った。しかし，成長率低

　　下による自主財源の増加率の鈍化と中央官庁による各種の新観事業の強

　　制やｒ締め付げ」 ・財源剥奪の中で，　般的に自治体当局の裁量の範囲

　　で行い得る行政的 ・財政的 ・税政的「余地」が狭まり ，保守 ・革新の行

　　財政運営上の差が出にくい条件が強まっ た。 地方政治におげる保守 ・革

　　新の違いが，住民の生活実感としては不鮮明とたり ，ｒ地方政治には保

　　　　　　　　　　　　　　　　（６５０）



　　　　　　　　　地方財政改革「運動」の変化とその背景（坂野）　　　　　　　　 １４１

　　守も革新もたい」という杜会意識も醸成され，大企業法人への不均一超

　　過課税の実施や自治体職員の労働条件 ・人件費に対する対応だげが違い

　　　であるかのような状況が生み出された。こうした一般的状況の中で，革

　　　新自治体の財政余力の喪失は，独自施策の実施を困難化するとともに ，

　　　財政支出力量の制約を強め，革新首長支持母体層の問での利害衝突その

　　　調整困難を惹き起こした 。

　　＠　生活本位 ・自治型行財政の貫徹のためには，現行制度の下での自主財

　　　源の枠を越えて，地域経済を含む経済構造の転換と国 ・地方の行財政関

　　　係を含む全体としての行財政制度 ・政策運営の福祉型への転換が不可避

　　　であ ったが，そのためには自治体当局とそれを支える住民団体組織の

　　　政策力量 ・判断力の飛躍的上昇が必要であ った。住民の判断力と自己統

　　　治 ・組織化の能力のより高い段階への上昇が求められた 。

　２．経済 ・杜会情勢の複雑化 ・重層化，諸間題の広域化 ・高度化によっ て生

活諸条件の長期的 ・安定的な向上のための政策策定が極めて難しくな った 。

　（１）わが国経済 ・産業構造の歪み（一部の先端 ・戦略産業の巨大企業の世界的な

高水準の競争力とその他産業特に目常生活必需品部門に関わる産業 ・経営のそれら産業

との不釣合の状態）が，７０年代後半以降著しくなり ，外生的需要（海外需要と財政

需要） ・補助助成措置依存型の発展構造が一層強化され，福祉型と整合的な産

業構造への転換に伴なうｒ苦痛」 ・ｒ犠牲」は一層大きく ，転換のために要する

期問も長くなることカミ予想される。地域的 レベノレの運動団体の問題発見 ・問題

解決能力の限界を越える可能性が生じている 。

　（２）経済 ・杜会的活動の国際化の進展は地域経済の国際的関連を強め，外国

政府の政策やそれとわが国政策との調整間題が地域の中心的企業の営業条件 ．

地域経済状況を激変させ，住民の生活条件を一変させる状態が頻繁に生じてい

る。

　　¢　わが国経済 ・企業 ・生活の国際化は，単に，経済活動規模の拡大に連

　　　れて原料資源 ・エネ ノレギーと販売市場での海外依存の絶対水準が増大し

　　　たというのみではなく ，食糧 ・エネルギーの自給率の低下と戦略産業製

　　　　　　　　　　　　　　　　（６５１）
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　　　品の外需依存率の上昇という構造変化 ・海外依存度の上昇が短期問に急

　　　速に進展することを伴なう経済揚模の拡大であ った。従って，海外経済

　　　条件 ・外国政府の経済政策 ・為替水準など国内企業 ・勤労者 ・地域住民

　　　の努力では直接左右し得ない諸要剛こよつ て， 企業経営 ・住民生活の条

　　　件 ・方向が大きく左右される度合いが強まっ た。 地域的努力の効果の低

　　　下である 。

　　◎　更に，この国際化は投機性の増大を伴たう彬で進行した。実物生産 ・

　　　流通関係企業の実物活動に関する経営努力を「無効」にしたり ，その効

　　　果 ・効率を低下させる要因の増大である。市場価格機能の主要役割とし

　　　て重視される情報 ・ンクナノレ機能が「麻痒」する傾向が強まり ，経営計

　　　画を立てづらくし，為替 ・国際商晶市場での「先物」ヘッ ジの活用を強

　　　いられるのみならず，それによる財務テクノロ ジーへの多大の労力投入

　　　によっ てもたお安全性 ・展望の確実性が得られない「不確実性の時代」

　　　に入り ・ｒ合理的期待 ・予測」の形成を強いられるにも拘らず，「予測 ・

　　　期待」の不確実性が高まらざるを得なくなる 。Ｉｎｄｕｓｔｒｙ（産業 ・勤勉）の

　　　意義の低下とＳｐｅｃｕｌａｔｉｏｎ（投機 ・思索）の意義の上昇が生ずる。地域に

　　　おげる共同的杜会資本 ・公共施設の整備は依然として重要であるが，生

　　　活 ・福祉条件におげる個別企業 ・経営 ・就業条件の不安定性 ・「危機」

　　　とそれへの対応によっ て人々の関心の大半が奪われ，そうしたことが自

　　　治体行財政を左右し，規定する 。

　（３）経済困難 ・財政危機の状態が相当長期間持続し，「危機」の深刻化が進

み・ それへの個別企業 ・家計 レベノレでのバラバラの個別分散的対応が一定期問

継続していること自体が，均衡的 ・安定的経済発展への転換とその持続を困難

にしている。特に，財政については，この様たマイナスの遺産が問題解決を困

難にし，運動団体が自已の「犠牲」なしに展望ある政策を策定することを難し

くし，そのことが一層政策策定への動機を削く作用をする
。

　３・　問題が深刻化しており ，状況が危機的であれぱあるほど，間題の部分的

解決では収まらず，抜本的 ・体系的 ・根底的な解決が必要となるが，そのこと

　　　　　　　　　　　　　　　　（６５２）
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カミまた，改革運動に一定の ・かなり重大な困難を引き起こす。経済 ・杜会的た

「危機」が深まると，現行の秩序 ・システムを前提にした政策選択の余地はそ

れだげ一層制限され，極めて狭い選択幅しか残されないことにたる。そうした

条件下で，勤労住民の生活要求を実現する制度 ・政策を現実化することは，相

対的に安定していた時期においては可能であ った，現行秩序 ・システムの下で

の部分的改良 ・改革としては困難になり ，直ちに秩序 ・システムのカベに突当

る。

　そのため，かつては，秩序 ・システムに対する判断 ・見方は異なっていても ，

当面の目常生活要求で統一し得た住民要求が，秩序 ・システムに対する判断 ・

見方の違いによっ て分裂する可能性が増大する。それだけ，要求の統一が難し

くたり ，要求主体の判断力が，高度化することが必要となる。即ち，目常生活

要求と基本的秩序 ・ンステムの改革間題との関連，後者についての見方の差異

と前者についての統一との運動組織論的関係等に就いての正確な判断が求めら

れる 。

　一方で，より高度な判断力が求められるゆえに，要求作り ・政策づくりの段

階において「諦め」「無力感」が支配して，運動の沈滞化が生じる。同時に ，

他方で，それを前進的に克服して首尾一貫した体系的な政策作りに取り掛かる

際には，より徹底した，ラデ ィカルな現状批判と改革のブラソが必要となり ，

それによっ て既得権を侵害される住民層の反発を引起こす可能性が強まる。幅

の広い統一要求づくりの困難化が発生する 。

　更にその上，前記のような国際化（多国籍企業中心の国際化 ・金融的投機の横行 ・

過剰貨幣資本の跳梁）とそれを前提し，促進するための国内経済構造の再編成の

進行は，以上の２面的作用を一層強める 。

　４．運動団体 ・個人問に分裂 ・分断化をもたらすその他の条件も強まっ たと

言わねぱならない 。

　（１）径済成長のスピードの鈍化，バイの増加ストッ ブ， 特に公的サービスの

伸びの停止は，バイの奪い合いという状況を「自動的に」発生させる。経済成

長＝経済活動規模の拡大は，経済構造の漸進的な変化（＝成長産業 ・戦略産業の

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６５３）
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比重の増大，衰退産業の比重の低下）をともたいながらの経済的フロー・ ストック

（所得 ・財産）の拡大であり ，その過程を通じて，経済活動過程参加者の私的（個

別的 ・集団的）利害の対立がｒ調整」され，「優勝劣敗」が進行する。従って ，

成長速度の高いことは，私的利害の対立の「調整」＝「優勝劣敗」過程の進行

がよりスムーズに進行し，分配をめぐる対立は相対的に調和し易くなる。その

逆に，成長率の低下はそれ自体によっ て相互の利害対立の調整をより困難なも

のとし，より敵対的な関係を経済過程参加者の問に創り出し，杜会的諾関係の

不安定化要因とたる可能性が増大する。このことは単に，経済的地位の異なる

階級 ・階層間にのみ進行するのではなく ，同一階級 ・階層の内部においても進

行する 。

　（２）成長率鈍化の過程は経済主体問での激しい負担転嫁闘争の進行過程であ

り， 企業 ・資本の生き残りを賭げたヒト（モノ ・ヵネ）減らし合理化 ・減量経営

戦略の展開過程であ った 。

　このことは２面的作用を及ほした。一方では，地域住民 ・勤労者から地域的

生活条件改善闘争の余裕を奪い，生存の基礎としての就業のためには企業活動

に制約を加えることを薦踏させた。地域の共同生活条件の改善どころか，雇

用・ 就業の保障が奪われ，失業の危険に晒されるという恐怖と賃金 ・収入の低

下・ 伸びの鈍化が迫ってくる。これは個々の一人一人の勤労者 ・住民 レベルに

おいても，住民団体 ・労働組合 レベルにおいても進行した。賃金 ・生活条件改

善よりまず雇用の安定というスローガソが力を得た 。

　他方では，対自治体要求闘争の面での変化が生じた。元来，労働者が生活条

件の改善要求を突きつげる対象は，個別的生活条件を規定する賃金収入の支払

い者＝雇用主たる企業経営者とその団体，もう一方では，共同的生活条件を設

定し，従って，税 ・税外負担の徴収主体である公共団体とであるが，雇用封こ

対する要求内容の「嬢踏」は公共団体に対する要求の際にも現れる。共同生活

条件を整備 ・改善する上で必要た企業活動の規制やその税負担強化等を要求す

ることは「遠慮」されるようにたる。即ち，そうした「観制」「税 ・税外負担」

を企業に求めることは，企業活動の沈滞をもたらし，ひいては雇用 ・賃金の増

　　　　　　　　　　　　　　　　（６５４）
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加を困難にするという ，雇用 ・賃金と共同生活条件との「矛盾 ・対立」の「構

図」が移成された 。

　その上，公共団体の行財政運営に対する要求は，単に，「遠慮 ・藤踏」され

たのみではなかった。他面では，財産権：生存権という構造を持つ企業経営

者・ 小商工業者の団体から極めて激しい歳出，特に人件費抑制 ・削滅の要求と

液っ て突きつげられた。それは，税負担の軽減→行政守備範囲の縮小 ・ムダな

行政事務の削除→公務員数の削減，給与水準の引き下げ，という脈絡で主張さ

れた 。

　更に，民問労働組合，特に大企業労組の場合にみられた傾向として，賃金引

上げ困難による収入の伸びの鈍化 ・実質低下の状況を減税によっ て少しでも緩

和しようとの動きが，経営者団体も巻き込んで，一種のアベック闘争として展

開された 。

　こうして，政府 ・自治体の財政力量 ・規制権限の解体 ・解除は，企業 ・家計

の経営防衛 ・生活防衛の（また拡大 ・発展チャソスの獲得）のテ コとして意識さ

れ追及された。集団的にも個別的にも「節税」によっ て税金を払わない，払 っ

た税金を取り戻す，規制を緩和して収益機会を拡げる，公有財産を安価に払い

下げさせる，政府保有株式を放出させる等々のことが経済活性化 ・民問活力向

上・ 市場機能の強化として流行のスローガソとなり ，民問団体のみならず，臨

調答申を通じて政府方針へと「昇格」された 。

　しかし，歳出削減は，軍事費 ・公共投資等の企業（特に官公需依存度の高い軍需

産業部門 ・土木建築産業部門の大規模企業）の売上げに関わる分野については，企

業販売額の低下，雇用減少を恐れて削減 ・抑制が要求されず，そうしたおそれ

の直接発生しないと考えられる人件費（公務員数 ・給与水準 ・退職金 ・年金 ・共済

給付水準 ・昇給期間等）の抑制 ・削減に集中した。企業経営におげる減量合理化

によるｒ体質 ・競争力強化」が，ｒ総杜会的 コスト」としての行財政部門にも

適用され，政府部門の減量化が求められた 。

　こうして，勤労者（自己の労働により生計を維持するもの）相互問で利害対立 ・

要求分裂が強まる条件ができる。即ち，小営業者と労働者の問，組織された労

　　　　　　　　　　　　　　　　（６５５）
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働者と組織されない労働者の問，民間組織労働者と公務員（教員を含む）組織労

働者の間で 。

　（３）それを意欲的に拡大する政策が強化された。戦後わが国の杜会運動の中

で労働運動の果たした役割は極めて大きいものであったが，局度成長期以降の

わが国労働運動は大雑把にい って，官公労働者の大部分をその一中心部隊 ・構

成部分とする総評が労使対決路線をとり ，民問大企業労働者中心の同盟が労使

協調路線をとっ てきた。この対立の中で，労使対決路線（総評＝官公労働者中心）

をよわめて，労使協調路線（同盟：民間大企業中心）を強化することは，永年に

わたって，目経連 ・生産性本部を中心に財界団体が追及し，労働省を中心に政

府機関が支援 ・援助してきたことは周知のところである。前述の状況はこの様

な労働運動対策 ・労働戦線再編成戦略にとっ て， 千載一隅のチャソスとして活

用された 。

　５．前述のような特徴を持った経済の国際化 ・自由化の伸展は，国際的な経

済的結び付きを強化し，個六の地域生活条件にとっ ての世界的諸条件の重要性

を強める。そのことは，特定の地域問題が全国的な ・国際的な拡がりの下で解

決されなげれぽならないことを意味し，それだげ多くの人々の意思統一・ 利害

調整を必要とすることになり，従って，その解決により多くの時問と相互譲

歩・ 苦痛を伴なわざるを得ない。このことは，改革要求をする団体 ・組織にと

って，自已の「狭い」地域的要求の実現にさえ，極めて広い世界的視野を必要

とし，直接的た目常の生活要求の実現にさえ，それを保障するには極めて高度

な知識 ・判断力を要することになる。国際的た情報収集，経験交流，共同の政

策づくりの必要性が高まっ ているにも拘らず，この点での生活 ・福祉型，自治

型の経済活動を求める人々の意思の統一は，極めて不十分である。人類史の発

展段階としては，地球的規模での視野と地球の存続を展望する長期のバースベ

クティブを持った，生活主体者の連合した統一的意思彩成が必要となっている

にも拘らず，投機家の，短期的 ・ミクロ 的にはｒ市場的合理性」に極めて忠実

な， 私的営利追及の意思 ・欲望が，金融商品の２４時問取引体制の下で，地球的

規模で，わがもの顔に跳梁 ・政属している 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６５６）
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　Ｉ　不安定 ・不均衡要因の累積と生活 ・福祉型，自治型への転換の必要性

　前述のような政策 ・方針の展開 ・現実化は，しかし，中長期的 ・マクロ 的・

全杜会的には不安定 ・不均衡要因の累積とならざるを得ず，その一定期問の進

展は経済発展構造と国地方の行財政制度 ・運営との生活 ・福祉型，自治型への

転換の必要性を強めざるを得ない 。

　１．８０年代の政策体系は，前述のように，経済団体の要求の圧倒的優位の下

で推進された。生活者 ・生存主体 ・生活権者としての直接的 ・地域的二一ズか

らなっている住民運動団体の要求とは異な って，経済団体の要求は，当然の

こととして・全国的視野（国際関係も包括して）からではあるが，一国の企業経

営・ 産業活動の観点からすべてを捉らえている。即ち，労働者を，イ．労働能

力・ 技術開発力の担い手，口 ．賃金の収得老＝コスト ，ハ．（総需要不足を介し

て）賃金収入の支払い者＝購買力として捉らえ，地域庄民の生活条件を，国民

生活費用要因 ・杜会的 コストとしてか，収益機会を構成する二一ズ ・総需要

ＧＮＥの一部として捉らえる。公的行政を，イ ．企業 ・資本活動の規制者（時

により障害物，既得権保護者，助成 ・促進者），口．発注者 ・給付者，ハ．徴税主体，

二． その他個射的経済活動主体（民問企業活動との競合者）として捉らえ，公的

財政支出を，イ ．杜会的 コスト ・ｒ空費」，過剰給付か，口 ．総需要の一構成部

分として捉らえ，現代的生活に不可欠の共同的条件を保障する活動＝現代の基

本的人権 ・民主主義保障活動としては見なすことはてきない。即ち，すべては

コストと収益との関係で捉らえられ，生活者としての要件は，それが杜会的安

定の喪失等の形で杜会的強制として企業経営的視点に押し付けられるときに
，

始めて視野に入ってくるに過ぎない。しかし，この様な事態は，個別企業 ・業

界の代表者の連合体としての経済団体にとっ ては極めて「合理的」で，当然の

ことであり ，それだけに極めて強固な立場である。しかし，それ故に，一国の

経済杜会の運営政策体系としては，まして国際杜会の一員としてのそれとして
　　　　　　　　ユ０）
は， 根本的な限界を免れない。ある意味では，不可避的なこの限界 ・制約（こ

れはまた資本の長期的 ・マクロ 的利害にとっ てもそうである）を打破し，補完するも

のは，生活者 ・生存主体としての勤労者の要求とその実現である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（６５７）
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　要するに，経済団体の要求においては，個別企業 ・産業 レベノレでの「合理

性」の貫徹＝合理化方針が，恰もミクロの合理性はそのままただちに，当然に・

マクロの合理性でもあるかのことく ，杜会全体に関わる間題に適用された。行

財政部門は，その意味では，杜会的部門というよりは一つの経営機関としてミ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ１）
クロ 的存在としてのみ取扱われ，その合理化がぬ貫かれた 。

　時あたかも，経済思想的にも，それまで支配的潮流であったヶイソジァソ的
　１２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）

発想の凋落，「新しい古典派」的市場メカニ ズム「万能」論の復活，「福祉国家
　　　　　　　　　　　　　　　　１４）　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
から福祉杜会へ」との政策スローカソの登場，保守主義の国際的台頭と軌を一

にする形で，ミクロ 的合理性のマクロ 的適用という発想が「錦の御旗」として

「強力に」推進されている 。

　Ｚ　前述のように，７５年から二正面作戦の一つの柱として始まっ た経済団体

の行財政改革路線が臨調路線として８０年代型の体系へと確定する直接の出発点

は１９７９年末に与えられたが，それは次のような特徴を持っていた。イ　産業発

展と生活向上の関係についての発想は，「所得倍増」時代のそれと同じであり ，

まず産業 ・企業の成長 ・発展を優先し，その波及効果として生活改善を考える

というものである 。口 ．しかし，その効果が波及していくという保障はない 。

「倍増計画」の「失敗」の教訓化はされていたい。しかも，重化学工業中心の

実物生産の拡大による所得フロー・ 財産ストックの高成長が基軸であった「倍

増計画」時代とは異な って，国際化，資本過剰化（ヵネあまり化）の中で金融的

収益が資本蓄積の２本柱の一つとしてヒルト ・イソされ，７０年代末から８０年代

にかげて，財テク化 ・投機化は一層進行しており ，波及効果のｒ洩れ」の危険

は増大している。ハ　更に，高度成長期や７０年代後半の実物生産の拡大
・再編

政策では，波及過程に公共団体財政支出を期待していたが，今目では大きく異

なっ ている。前述のように，ゴ位一体の政策体系で推進されつつある。観制緩

和を経済活動機会＝収益機会の増大として利用し得たい個人 ・企業にとっ ては

官公需の縮小でしかないが，逆にそれを利用できる企業 ・企業集団にとっ ては ，

財政危機の下で大きな伸びを期待できない（否むしろ減少させねぱならない）官公

需に依存するよりは，蓬かに大きな蓄積条件の保障になる 。二．こうした杜会

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６５８）
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経済戦略体系が政策論理として成立し得るためには，わが国企業と家計の経済

力の水準の実態を，行財政への依存を要しないｒ自立的」営業 ・生活が可能で

あるものとして楽観的に捉らえ，家計の所得水準は十分上昇し，平準化も進み
，’

杜会保障や生活基盤等の共同的生活条件保障制度も，地方行政水準も基礎的 レ

ベノレを達成して，ヨーロッパ並みであり ，今後はｒ自力」で「選択」と「負

担」で行えるし，行わなげればならたい，ということが前提されねぱならなか

った。ホ　巨額の輸出超過の大半を稼ぎ出す極少数の世界的にトッ ブ’ レベノレ

の競争力を持つ巨大企業の減量化 ・合理化 ・情報化が，それらの関連産業 ・下

請げ企業に及ぼされるのみならず，この企業経営的な減量化 ・合理化方式が ，

行財政制度 ・運営にまで適用され，自治体行財政，地域杜会の管理運営にまで

徹底することが要求される 。

　３．　 この政策論理の欠陥は，レーガノミックス 流の景気回復策 ・ｒ双子の赤

字」の拡大再生産により促進された対米輸出の急増で覆い隠された。レーガノ

ミックスの破産を現すドル価値の急落によっ て臨調流の「ミクロ 的合理性のマ

クロ 的増幅 ・拡大再生産政策」は，内需の貧弱さ（国内におげる巨額のＩ　Ｓイソ

ハラソス）と経常収支黒字の巨大さとの，質の貧弱な ・水準の低い生活と巨大な

生産 ・供給能力との コソトラストにより ，その破綻を国内的 ・国際的規模で顕

在化した 。

　現行政策体系による経済戦略の行きづまりが，産業界 ・政策当局に意識され
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
るようにた った１９８５年から８６年にかけて発表された，いわゆる前川 レポート ，

　　１７）　　　１８）　　　　　　１９）
四全総，税制改革，地方行革大綱実施による臨調型行政改革の完成等は，経済

構造 ・国土構造 ・租税構造 ・行政構造の調整として，この課題に取り組もうと

している。しかし，そこで展開された，「外圧」としてのド
ノレ安・ 円高方向へ

の為替相場調整を最重要手段 ・装置とした構造調整の方向は，前記のようたミ

クロ 的経営主体の連合体としての国際的対応でしかない。しかも，世界的供給

過剰，過剰貨幣資本の高水準を基底に進行する金顧自由化を不動の国際的枠組

みとして，ドルの威信の低下，累積債務問題の激化による国際通貨危機の潜在

的深刻化の中で，「世界一の債権大国」の国際的責務を果たそうとする対応で

　　　　　　　　　　　　　　　　（６５９）
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ある。そうであるとすれぱ，国内的 ・国際的に調和のとれた均衡的 ・安定的経

済運営への接近が実現され得る保障はたく ，構造調整による一つの構造問題

（経常収支の巨額の黒字）の解消がより大きな ・深刻た構造問題の激化を結果す

るおそれは極めて高い。例えは，生産 ・供給能力の部門問 ・企業間不均衡拡大

を含む高水準と生活水準 ・質の低さ ，実物的資本蓄積の停滞と金融的蓄積の隆

盛；海外生産 ・海外投資の促進，市場開放による輸入拡大 ・産業空洞化の進展

と倒産 ・失業の高水準化 ，大量の海外投資 ・証券投資〔値上り益を期待した不

動産の購入も〕の累積と投資収益送金額の増大 ・貿易外収支黒字化による経常

収支黒字縮小速度の鈍化 ，金融資産比率の増大と金利の低水準化，イソフレリ

スク増大 ・ポートフォリオにおげる外貨建て金融資産への依存度の増大と為替

リスク ・イソフレリスクの上昇 ・国際金融 ・情報活動拠点としての世界都市東

京への情報管理機能 ・資本 ・人口の一点集中化の急進とその他地域の国際化 ・

情報化の相対的後退と東京圏への従属の深化；都心の地価の大幅上昇と地方地

価の安定 ・下落 ・食料自給率の低下とエネ ノレギー海外依存度の上昇 ，所得分配

の格差 ・不平等の拡大等々である 。

　更に，民問部門と公共部門とのバラソ刈こおげる，民問部門の中での企業と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）
家計とのバラソスにおげる不均衡の拡大がマク厚 次元で明らかになり ，市場的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）
不均衝のみならず，杜会的不均衡が激化する 。

　従って，ミクロの合理性の徹底的な追及のためのｒ甘えを捨て，痛みを我慢

し， より一層頑張る」という路線は，その果実を生活水準 ・質の向上として

もたらす仕組みが保障されていないことにより ，不均衡 ・摩擦と「我慢と頑張

り」との悪循環となり ，それは政策決定過程において，そうした長期的 ・マク

ロ的 ・全杜会的合理性を保障する生活視点からの要求 ・政策が反映される仕組

みを欠いているからであり ，自治のシステムの強化によっ てその仕組みが強め

られねばたらたいということが，誰の眼にも明らかとならざるを得ない 。

　１０）隈界という意味では，単に生活者要求による補完が不可欠であるという点だげ

　　　でなく ，ミクロ的企業経営視点の一国次元の統合的要求体系は，競争激化の中で

　　　は生活者要求 ・要求団体を押し潰さざるをえないということも付加される必要が

　　　ある 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（６６０）
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ユ１）中央政府についても地方自治体についても，一つの行政事務事業の執行組織体

　として，ミクロ の論理が妥当する側面があるのは当然であるが，もう一方で，全

　杜会的な制度 ・政策を管理 ・運営し，ミクロの経済主体の活動 ・競争の枠組みを

　設定しているというマクロ の側面がある。行財政部門へのミクロ 的合理化 ・効率

　化の論理の適用 ・強制というとき前考のみならず（民問組織体に及ぼす影響が大

　きいという点で民間企業のミクロ的性格と同列ではないことは見落とせない） ，

　後者にもそれが及んだことを注目しておかねぱならない 。

１２）　 ミクロの合理性がマクロの不合理を生み出すことについてのケイソズ自身の説

　卿こついては，Ｊ ．Ｍ．ケイソズｒ雇用，利子及び貨幣の一般理論」第７ ，１２ ，
　１９章参照（邦訳ケイソズ全集第７巻，８５～８６，１５３～１５９，２６８頁）。

１３）ｒ市場万能主義」的路線の問題点の一つは，市場メカニスムの自由な調整機能

　の役割は，マクロ 的にも，ミクロ 的にも制約されており ，政策 ・制度によっ て，

　補完されねぱならず，現に補完されていること，市場の実態 ・市場参加者の市場

　支配力の実態の変化，生産技術や生産 ・消費の高度化 ・杜会化の程度によっ て，

　市場 ・価格メカニスムと制度的 ・政策的枠組みとの相互補元関係が，歴史的 ・杜

　会的に変化し，調和的 ・効率的であ ったり ，対立的 ・不効率的であったりすると

　いうことを十分捉えられてい次いことである。現在，特定の領域 ・分野につい

　て，市場主義的路線の適用が間題解決の自明の前提であるかの如く扱われている

　のは，市場と制度 ・政策との関係をその様に再編することが有効であるとの判断

　によるものであり ，この判断自体が，利害対立の中でｒ制限された」狭い利害 ・

　関心から出されており ，長期的 ・全杜会的 ・マク肩 的合理性を欠いている。その

　ことが根本問題である。尤も，ｒ新しい古典派」（新マネタリズム，供給サイド経

　済学Ｓ　Ｓ　Ｅ，合理的期待形成学派，公共選択 ・ヴ ァージニア学派）のようた市

　場機能に信を置く理論的立場の復活をベトナム戦争以後のアメリカ経済学界にお

　げる理論的「頽廃」として捉らえる立場（例えぱ字沢弘文「近代経済学の転換」）

　は，そのようた事態の背後に客観的に進行している経済活動実態の変化があるこ

　とを充分把握していないという点で，一面的であるといわねぱならない。実物的

　蓄積と並ぷ金融的蓄積の意義の増大，否むしろ金融資産 ・不動産 ・国際商品のス

　　トック ・マーケ ットにおげるキャピタル ・ゲイソの獲得が実物的蓄積よりも重要

　性を増したのみならず，先物取引 ・オプショソ取引の盛行により現実的蓄積を観

　定する傾向がますます強まっ ている。この広義のマネー・ マーケ ットにおける市

　場的合理性，価格調整機能の有効性が見直されてきたことが理実的基礎としてあ

　ることが見落とされてはならない 。

１４）戦後の現代福祉国家路線の失敗 ・破綻という評価が７０年代後半に定着し，ｒ福

　祉国家から福祉杜会へ」が政策スローガソとして流行るようにな ったが，この様

　た評価をもたらした背景として次の諸要因が考慮される。Ｏフィスカル ・ポリシ

　　　　　　　　　　　　　　　　（６６１）
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　　　一の恒常的動員も一因となった財政赤字の慢性的増大，企業 ・資本の税負担増大

　　の恐れ，◎民主主義（勤労者大衆の政治 ・行政参加）の行過ぎの恐れ，伝統的価

　　値の崩壌の恐れ，　対外競争力の低下（労働市場の弾力性の喪失による市場的調

　　整機構の作用 ・機能の麻痒，及び国民生活 コスト ・国民経済的 コストの上昇） ，

　　＠ｒ自然失業率」 ・構造的失業率の漸増 。

　ユ５）ｒ季刊現代経済」（編集 ：現代経済研究会，発行 ：日本経済新聞杜）がｒ特別シ

　　　ソポジウム： 憂うべき目本杜会の右旋回」という特集をくみ，小宮隆太郎氏が

　　「憂うへき右旋回一現代日本の政治経済的状況」という報告をしたのは，１９７９年

　　春期号においてであ った 。

　１６）前川 レポート（首相の私的諮問機関ｒ国際協調のための経済構造調整研究会」

　　最終毅告〔１９８６年４月２目付，日本経済新聞夕刊）は，基本認識，提言，むすび

　　　という構成であり ，提言は「内需拡大」，ｒ国際的に調和のとれた産業構造への転

　　換」，ｒ市場アクセスの一層の改善と製品輸入の促進等」，ｒ国際通貨価値の安定化

　　　と金融の自由化 ・国際化」，「国際強力の推進と国際的地位にふさわしい世界経済

　　への貢献」，「財政 ・金融政策の進め方」，「フォロー・ アッ プ」の７項目からた っ

　　ている。内需拡大は，¢住宅対策及ぴ市街地再開発事業の推進，◎消費生活の充

　　実，　地方におげる杜会資本整備の推進という３項目を示している。このレポー

　　　トの政策論理の全体系を論ずる場ではないが，その基本的限界は，構造調整の緊

　　急かつ最重要のポイソトカミ指摘され，政策化されることになっていたい点にあ

　　る。即ち，ｒ消費生活の充実」の項でｒ成長成果を賃金にも適切に配分する　　，

　　所得減税により可処分所得の増加をはかることが個人消費の増加に有効」，ｒ労働

　　時問短縮による自由時問の増加を図るとともに有給休暇の集中的活用を促進す

　　る」と述べているが，それが現実に進んでいない原因の解明と実効ある手立ては

　　何等触れられてい匁い。外国からのｒ働き過ぎ，余暇生活の貧困」という批判に

　　答えなげれぱということで，一応述べておいたという程度の扱いでしかない。わ

　　が国経済の国際的優位性の根幹として評価されることの多い，労働市場の弾力

　　性 ・すぐれた適応性自体が特殊た構造を持っており ，それが実は経済活動の成果

　　を生活向上に結び付げ難くし，内需の長期的 ・安定的な拡大を不可能にしており ，

　　国際的摩擦の根源であり ，わが国経済の基本的弱点であるという視点は完全に欠

　　落している。これは，また，臨調の行財政改革方針の基底にある認識（家計の所

　　得水準が上昇し，行政水準も基礎的 レベルを達成したという）が極めて表面的で

　　あり ，時代錯誤的であったことと関連していよう 。

　１７）１９８６年１２月に出された第四次全国総合開発計画（四全総）策定の中間報告は ，

　　８０年代に入って急速に進展している東京への一点集中化を追認する内容になって

　　おり ，地域住民，地方自治体当局，地方財界からの反発を受げ，国土庁はその文

　　言修正に大童の状態とたっている。７０年代後半から現在までの事業の推移をｒ地

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６２）
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　方の時代」からｒ地方試練の時代」を経てｒ地方反乱の時代」へと進んでいると

　の表現が新聞杜説（１９８７年１月２０目付の目本経済新聞）に登場している 。

ユ８）一般売上税導入，個人 ・法人所得税率軽減，小額貯蓄優遇制度廃止と利子課税

　の一律２０％分離課税化等を主要内容とする税制改革が解決策になるか否かという

　点について詳細に論ずる紙数は与えられていたいが，これによっ て財政再建のた

　めの有力な手段が増税可能性として，しかも大彩問接税として財政当局に与えら

　れることは確かであろう 。しかも，一般売上税の一部を売上譲与税の形で地方団

　体に配分して地方自主財源の拡充，地方財政の安定化を図り ，地域住民のｒ選択

　と負担」で基礎的水準を超える，地域独自の特色ある個性的行政を実施する基礎

　カミ作られるというのが改革の意図であろう 。しかし，この税制改革がその意図通

　りの効果をあげる可能性は大きいとは言えないであろう 。当面の内需拡大にとっ

　て売上税導入前の駆込み消費や住宅建設の効果を大きく期待することは，現行物

　品税廃止による価格低下期待が働く商品についての買控えの発生によっ て相殺さ

　れたり ，建築資材の値上がりによる実質支出の目減り効果もあるため無理である

　し，設備投資関連資材にかかる税の一括即時控除による優遇も一定の投資促進効

　果はあろうが，相対的たものであろう 。中長期的 ・構造的な作用としては，法人

　所得及び高額所得者の税負担の軽減と低所得層の負担増大によっ て， 内需の長

　期 ・安定的拡犬を阻害する役割を果たすであろう 。更に，公的保障水準の引き下

　げ ・自助努力依存度の上昇という政策の強行の中で，高齢化の進行を背景にし

　て，小額貯蓄優遇措置の廃止，利子所得への一律２０％分離課税の導入による高額

　利子所得者の著しい優遇，キャピタル ・ゲイソ原則非課税制度の継続等は，消費

　の促進とはならずに，貯蓄努力＝消費節約を国民に強いざるを得ず１カネ余り ・

　債権大国化の急進展の基礎上での金利低下の趨勢の中で，これら貯蓄の集中する

　金顧諸機関は，機関投資家として内外証券 ・不動産投資を拡大し，イソフレ ・為

　替リスクの増大におののきつつキャピタル ・ゲイソの追及とキャピタル ・ロス回

　避のためのヘッ ジ活動とを強制され，国際金融 ・商品 ・不動産市場における大

　鬼 ・小鬼へと変身する。国民の老後生活の経済的支えの相当部分が，デ ィーラー

　達のポートフォリオ運用等の手腕にかかることになる。この税制が中長期の均衡

　的成長を安定的に保障する方向への構造転換に貢献する可能性は大きくたいであ

　ろう 。

１９）１９８５年１月２２目付けの自治省事務次官通達ｒ地方公共団体におげる行政改革推

　進の方針（地方行革大綱）の策定について」は，「地方行革の推進体制の整傭」

　ｒ地方行革の重点事項」ｒ地方行革の計画的推進」について，「○○市行政改革大

　綱（案）」をしめし，議会答弁用の想定間答まで付げて，詳細に規定したもので ，

　今目，全政策体系の中で占める地方行革の重要狂位置を示すとともに，中央官庁

　が地方公共団体を「自治体」と見ているのか否かを疑わせるに足るものとなって

　　　　　　　　　　　　　　　　（６６３）



１５４　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３５巻 ・第４号）

　　いる。ｒ地方行革の重点事項」は次の７項目からたっている。０事務事業の見直

　　　し，　組織 ・機構の簡素合理化，　給与の適正化，＠定員管理の適正化，　民間

　　委託化，ＯＡ等事務改革の推進，＠会館等公共施設の設置及ぴ管理運営の合理

　　化，¢地方議会の合理化。その内容はミクロ的効率主義 ・コスト主義の徹底であ

　　　る。（地方自治研究所ｒ地方自治資料」Ｎｏ．８１３）

　２０）国際化の進展は，また，公共部門と民問部門との関係において，受益と負担の

　　差額（プラスの）を中長期的に最大にするように経済活動の再編を行う個別企

　　業 ・家計（極限られた）の運用戦略にとっ て一国内でのチャソスのみでない広く

　　　門戸を開くことを意味する。支杜 ・工場のみたらず，本杜の設置場所を国際帥こ

　　公的給付 ・サーヒスからの受益が最大で税 ・料金等の負担が最少の場所に移動さ

　　せるｒ自由」が増加し，各国問でのそれら制度 ・政策の差異が競争条件上重要と

　　　たり ，「市場機構の調整作用」が大いに発揮される。こうして，それらを活用す

　　　る民間のｒ創意 ・工夫」 ・民間活力の強まり，それによるｒ豊かさ」の増大は ，

　　　しかし，国 ・自治体等の公共団体の「豊かさ」には結実したい。政府 ・公共団体

　　　の「空洞化」が生ずる。民問企業の豊かさと公的団体の貧しさ，この格差 ・不均

　　衡が拡大する。しかし，そのことの一定期問の進展は，民間の豊かさの基礎条件

　　　の動揺 ・侵害をもたらす彩の反作用を引起こさざるを得ない 。

　２１）市場的不均衡と杜会的不均衡については，宇沢弘文「近代経済学の転換」（岩

　　波書店，１９８６）参照 。

（６６４）




